
市　564人、安城市　1,068人　知立市　428人、高浜市　433人
令和 4年度　碧南市　581人、安城市　1,083人、知立市　454人、高浜市　430人

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 24,094 24,643 27,612 46,148 合計 27,612,250 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 27,612,250 円

一般財源 24,094 24,643 27,612 46,148

職員人件費　② 527 384 637 648

総事業費（①＋②） 24,621 25,027 28,249 46,796

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 福祉安心

基本

令

施策 高齢者福祉
施策体

和

系
施策の内容 高齢者の

６

社会参加・生きがいづ

年

くり

目
　
　
　
的

　公益

度

社団法人刈谷市シルバ

評

ー人材センター

主
た
る

価

内
容

　公益社団法人刈

）

谷市シルバー人材セン

刈

ター
が実施する、定年

谷

退職者等に対する就業

市

機会 に、補助金を交付

事

する。
の確保を始めと

務

する諸活動を支援し、

事

高齢者
の能力開発及び

業

生きがいづくりを図る

評

。

位
置
づ
け

関連計画 刈

価

谷市介護保険事業計画

シ

・刈谷市高齢者福祉計

ー

画

根拠法令 高年齢者等

ト

の雇用の安定等に関す

（

る法律

対象者 刈谷市シ

様

ルバー人材センター 事

式

業期間 昭和５４年度 ～

１

実施方法 □直営　□委

）

託　□指定管理　■補

会

助・助成　□その他

計名 担当部 福祉健康

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

部

４年度実績 ５年度実績

一

６年度実績 ７年度計画

般

・補助金の交付 ・補助

会

金の交付 ・補助金の交

計

付 ・補助金の交付
　　

高

　　　　　24,09

齢

3,600円 　　　　

者

　　　24,643,

能

134円 　　　　　　

力

　27,612,25

活

0円 　　　　　　　4

用

5,848,000円

事

　シルバー人材センタ

業

ーの円滑な運営を支援

担

し、高齢者の能力活用

当

及び生きがいづくりを

課

図ることができた。

成

長

果

　経済情勢の変化に

寿

ともない、企業等から

課

の発注が減少傾向にあ

款

り、新たな就業先の確

項

保が必要である。

課題

目

指標名称（単位）
実績

担

値 目標値

４年度 ５年度

当

６年度 ７年度 ９年度

活

係

動 シルバー人材センタ

長

ー会員数（人） 533

寿

537 580 580 ―

生

指標
 

指標
近隣市の会

き

員数（年度末時点）
他

が

市との 令和 6年度　

い

碧南市　564人、安

係

城市　1,042人、

3

知立市　435人、高

1

浜市　435人
比較検

3

証 令和 5年度　碧南



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　高齢者の社会参

令

加や生きがいづくりは

和

認知症予防等にも
・法

７

的業務
高い

効果的であ

年

り、今後の更なる高齢

度

化の進行に伴いより一

（

層
必要性 ・市民ニーズ

令

、社会需要 意義が高ま

和

ると思われるため、そ

６

の事業の運営を支援し

年

て
・市民生活上必要で

度

ある　など いくことは

評

必要である。

　退職後

価

も労働意欲を持つ高齢

）

者に対しての雇用を創

刈

出す
・コストの節減、

谷

費用対効果
高い

るうえ

市

で、高齢者の雇用に関

事

するノウハウを有する

務

シルバ
効率性 ・執行体

事

制の効率性 ー人材セン

業

ターに対して補助金を

評

交付することは効率性

価

が
・手段の最適性　な

シ

ど 高く妥当である。

　

ー

高齢者を雇用するため

ト

の窓口としてシルバー

（

人材センタ
・市が主体

様

となって実施する
高い

式

ーは非常に有効な手段

２

であるが、営利を目的

）

としていない
妥当性 　

会

べき事業であるか ため

計

、事業の安定性、継続

名

性を確保するためには

担

市が主体
・総合計画と

当

の整合性　など となっ

部

て実施する必要がある

福

。福祉政策の一環とし

祉

ても重
要であり、総合

健

計画に位置付けられた

康

施策である。
　高齢者

部

の生きがいづくりのた

一

めの主要な方法として

般

、高

施策への ・施策へ

会

の貢献度
高い

齢者の社

計

会参加の促進に寄与し

高

ている。
・目標達成度

齢

貢献度 ・市民サービス

者

への効果　など

今後の

能

方向性 □拡充　■現状

力

維持　□改善・効率化

活

　□縮小　□終期設定

用

　□休止・廃止

　シル

事

バー人材センターの会

業

員数は増加傾向にあり

担

、健康の維持・増進や

当

生きがいづくり・社会

課

参加を目的として入
会

長

する会員が多い。
　今

寿

後も引き続きシルバー

課

人材センターの活動を

款

支援することで、就労

項

意欲のある高齢者が働

目

き続けられる環境づく

担

りに努める。

当係 長寿

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　

生

Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　

き

価
　
∨

がい係

3 1 3



寿

・簡易健康度評価

　い

生

きいきクラブ連合会及

き

び各単位クラブへ補助

が

金を交付し、活動を支

い

援することで、自主的

係

に様々な活動を企画運

3

営す

成果
ることができ

1

、会員の生きがいと健

3

康づくりを推進することができた。

　高齢者を対象としたスポーツ大会の開催や世代間交流を図る行事等により、高齢者の生きがいと健康づくりを推進する

ことができた。

　単位クラブの会員数は年々減少しており、活動内容の見直しや加入勧奨に工夫をし、クラブ数及び会員数の維持を図る

必要がある。
課題

　参加者が少ない行事については、参加を呼びかける努力をするとともに、事業内容について見直す必要がある。

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

活動 いきいきクラブ加入者数（人） 5,958 5,508 5,260 5,260 ―
指標
活動 いきいきクラブ加入率（％） 15.4 14.1 13.3 13.1 ―
指標

　近隣市においても、老人クラブ活動を支援するため同じような内容の事業を実施している。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 6,517 6,226 6,347 6,706 合計 6,347,182 円
委託料 712,275 円

財
　
源

特定財源 1,702 1,651 1,651 1,612 負担金、補助及び
交付金 5,634,907 円

一般財源 4,

Ｄ

815 4,575 4,

　

696 5,094

職員

　

人件費　② 3,463

　

4,680 4,858

Ｏ

0

総事業費（①＋②）

　

9,980 10,90

　

6 11,205 6,7

∧

06

建
設
事
業

全体事業

　

費（単位：千円） 0 ６

　

年度特定財源名称

６年

実

度までの累積事業費 0

　

いきいきクラブ連合会

　

補助金
（県）

８年度以

施

降の事業費見込 0 いき

　

いきクラブ補助金（県

　

）

∨

令和７年

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

度

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

（

事
　
業
　
概
　
要

総合計

令

画
分野 福祉安心

基本施

和

策 高齢者福祉
施策体系

６

施策の内容 高齢者の社

年

会参加・生きがいづく

度

り

目
　
　
　
的

　いきい

評

きクラブ活動等を通じ

価

て、高齢者の

主
た
る
内

）

容

○いきいきクラブ連

刈

合会及び単位クラブへ

谷

補
生きがいづくりと社

市

会参加を促進するとと

事

も 　助金の交付
に、心

務

と身体の健康づくりを

事

推進する。 ○高齢者を

業

対象としたスポーツ大

評

会や世代間
　交流行事

価

等の実施

位
置
づ
け

関連

シ

計画 刈谷市介護保険事

ー

業計画・刈谷市高齢者

ト

福祉計画

根拠法令  

対

（

象者 クラブ会員および

様

60歳以上の高齢者 事

式

業期間 昭和５６年度 ～

１

実施方法 □直営　■委

）

託　□指定管理　■補

会

助・助成　□その他

計名 担当部 福祉健康

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

部

４年度実績 ５年度実績

一

６年度実績 ７年度計画

般

・いきいきクラブ連合

会

会及び ・いきいきクラ

計

ブ連合会及び ・いきい

高

きクラブ連合会及び ・

齢

いきいきクラブ連合会

者

及び
　単位クラブ（5

の

3クラブ）へ 　単位ク

生

ラブ（52クラブ）へ

き

　単位クラブ（52ク

が

ラブ）へ 　単位クラブ

い

（49クラブ）へ
　補

と

助金の交付 　補助金の

健

交付 　補助金の交付 　

康

補助金の交付
・ゲート

づ

ボール大会 ・ゲートボ

く

ール大会 ・ゲートボー

り

ル大会 ・ゲートボール

推

大会
・グラウンド・ゴ

進

ルフ大会 ・グラウンド

事

・ゴルフ大会 ・グラウ

業

ンド・ゴルフ大会 ・グ

担

ラウンド・ゴルフ大会

当

・おじいちゃんとおば

課

あちゃ ・おじいちゃん

長

とおばあちゃ ・おじい

寿

ちゃんとおばあちゃ ・

課

おじいちゃんとおばあ

款

ちゃ
　んと行く東山動

項

植物園 　んと行く東山

目

動植物園 　んと行く東

担

山動植物園 　んと行く

当

東山動植物園
・簡易健

係

康度評価 ・簡易健康度

長

評価 ・簡易健康度評価



生きがい係

3 1 3

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理

令

由

　高齢者が自分の住

和

んでいる地域で、仲間

７

づくりや生きが
・法的

年

業務
高い

いと健康づく

度

りができるいきいきク

（

ラブの役割は重要であ

令

必要性 ・市民ニーズ、

和

社会需要 り、必要度は

６

高い。
・市民生活上必

年

要である　など

　補助

度

金を交付することによ

評

り、連合会及び単位ク

価

ラブの
・コストの節減

）

、費用対効果
高い

活動

刈

の活性化を図ることが

谷

できる。
効率性 ・執行

市

体制の効率性
・手段の

事

最適性　など

　各単位

務

クラブが主体となって

事

様々な活動を行うこと

業

によ
・市が主体となっ

評

て実施する
高い

り、市

価

が主体となってはでき

シ

ないような、地域の実

ー

情に合
妥当性 　べき事

ト

業であるか ったきめ細

（

かい対応ができるため

様

、市としては補助金を

式

交
・総合計画との整合

２

性　など 付して各クラ

）

ブの活動を支援する方

会

法が適切である。

　い

計

きいきクラブの活動を

名

活性化することにより

担

、総合計

施策への ・施

当

策への貢献度
高い

画の

部

目標である、高齢者の

福

社会参加・生きがいづ

祉

くりを達
・目標達成度

健

成することができる。

康

貢献度 ・市民サービス

部

への効果　など

今後の

一

方向性 □拡充　■現状

般

維持　□改善・効率化

会

　□縮小　□終期設定

計

　□休止・廃止

　いき

高

いきクラブの会員数は

齢

全国的に減少傾向にあ

者

り、特に60歳代の若

の

年高齢者の加入率が低

生

い。これは、定年の延

き

長により引き続き就労

が

する方や、自分なりの

い

ライフスタイルを持っ

と

ている方が多くなって

健

いることが一因である

康

。
　一方で、更に進行

づ

する高齢化社会におい

く

ては介護予防や地域支

り

援事業の枠組みの中で

推

、高齢者の生きがいと

進

健康づ
くりの推進を図

事

るための主要な方法と

業

していきいきクラブ活

担

動には大きな期待が寄

当

せられているため、い

課

きいきクラ
ブ連合会及

長

び単位クラブにおいて

寿

、クラブ数及び会員数

課

の維持を目指してより

款

魅力的な活動内容を検

項

討する。

目 担当

Ｃ

係

 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 

長

　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　

寿

∨



護

名称（単位）
実績値 目

保

標値

４年度 ５年度 ６年

険

度 ７年度 ９年度

活動 応

企

募件数（件） ― ― 4 1

画

0 ―
指標
活動
指標

他市

係

との
比較検証

3 1 3

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 49 61 合計 49,100 円
報償費 42,500 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 需用費 6,600 円

一般財源 0 0 49 61

職員人件費　② 0 0 876 891

総事業費（①＋②） 0 0 925 952

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７年

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

度

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

（

事
　
業
　
概
　
要

総合計

令

画
分野 福祉安心

基本施

和

策 高齢者福祉
施策体系

６

施策の内容 介護サービ

年

スの充実

目
　
　
　
的

　

度

介護人材の確保及び定

評

着並びに介護職に対

主

価

た
る
内
容

○改善取組の

）

募集
するイメージの向

刈

上を図るため、介護事

谷

業所 ○応募内容の審査

市

が実施する職場環境の

事

改善、業務効率の向上

務

○表彰式の開催
等に関

事

する優れた取組を表彰

業

する。 ○全改善取組の

評

周知
　また、取組内容

価

を広く周知し、他の事

シ

業所
も同様に改善が図

ー

られるよう推奨するこ

ト

とで､
さらなる良質な

（

介護サービスの提供を

様

確保す
る。

位
置
づ
け

関

式

連計画

根拠法令 刈谷市

１

魅力あふれる介護の職

）

場づくり表彰制度実施

会

要綱

対象者 介護サービ

計

ス事業者 事業期間 令和

名

６年度 ～

実施方法 ■直

担

営　□委託　□指定管

当

理　□補助・助成　□

部

その他

福祉健康部

一般会

Ｂ
　
事
　
業

計

　
実
　
績

４年度実績 ５

魅

年度実績 ６年度実績 ７

力

年度計画

　 　 ・働きや

あ

すい職場づくりのた ・

ふ

働きやすい職場づくり

れ

のた
　 　   めの取組

る

　　　　　　　0件　

介

めの取組　　　　　　

護

　2件
　 　 ・業務効率

の

化の取組　　  2件

職

・業務効率化の取組　

場

　  3件
　 　 ・人材

づ

育成のための取組　0

く

件・人材育成のための

り

取組　2件
　　　――

支

――――― 　　　――

援

――――― ・離職防止

事

及び定着促進に向 ・離

業

職防止及び定着促進に

担

向
  けた取組　　　

当

　　　　2件　けた取

課

組　　　　　　　3件

長

応募のあった取組に対

寿

して、審査委員会を実

課

施し、表彰式を開催し

款

た。また、取組内容を

項

本市ホームページ等で

目

広く周知

成果
したこと

担

に加え、表彰式につい

当

て報道提供し、ケーブ

係

ルテレビで放送するこ

介

とができた。

課題

指標



保険企画係

3 1 3

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理

令

由

　国から介護人材の

和

確保に関する施策の推

７

進が求められて
・法的

年

業務
高い

おり、今後、

度

高齢者人口の増加及び

（

介護サービス利用者の

令

必要性 ・市民ニーズ、

和

社会需要 増加が見込ま

６

れることも踏まえ、介

年

護人材の確保に関する

度

・市民生活上必要であ

評

る　など 取組が必要で

価

あるため。

　職場環境

）

の改善、業務効率の向

刈

上等に関する優れた取

谷

組
・コストの節減、費

市

用対効果
高い

を表彰し

事

、受賞取組内容を周知

務

することにより、他事

事

業所
効率性 ・執行体制

業

の効率性 においても同

評

様の改善取組を実施す

価

ることができるため。

シ

・手段の最適性　など

ー

　受賞取組を実施した

ト

事業所に対して、他事

（

業所が詳細を
・市が主

様

体となって実施する
普

式

通
確認するなど、事業

２

所間の横のつながりを

）

確保することが
妥当性

会

　べき事業であるか で

計

きた場合は、事業所間

名

で連携を図りながら職

担

場環境の改
・総合計画

当

との整合性　など 善、

部

業務効率の向上等に関

福

する取組を実施するこ

祉

とが可能
となるため。

健

　職場環境の改善、業

康

務効率の向上等に関す

部

る優れた取組

施策への

一

・施策への貢献度
高い

般

を周知することにより

会

、より働きやすい職場

計

環境を整備す
・目標達

魅

成度 ることに加え、改

力

善取組を通じて事業所

あ

間の横のつながり
貢献

ふ

度 ・市民サービスへの

れ

効果　など を確保でき

る

ることが可能となるた

介

め。

今後の方向性 □拡

護

充　■現状維持　□改

の

善・効率化　□縮小　

職

□終期設定　□休止・

場

廃止

　今後も本事業を

づ

継続して実施し、職場

く

環境の改善、業務効率

り

の向上等に関する優れ

支

た取組を促進すること

援

により、
介護人材の確

事

保及び定着並びに介護

業

職に対するイメージの

担

向上を図る。

当課 長寿

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　

課

Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　

款

価
　
∨

項 目 担当係 介護



係

     6人 　補助

3

制度利用者   　 

1

15人

　介護保険事業

3

計画における重点施策に介護人材の育成支援を掲げ、研修制度の活用促進に向けて、公式ＬＩＮＥやデジ

成果
タルサイネージを用いた周知、刈谷公共職業安定所へパンフレットを配付したことにより、介護人材の確保・育成・定着

に向けた支援制度を推進することができた。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

活動 研修参加者数（人） 20 20 20 30 ―
指標
活動 補助制度利用者数（人） 19 22 14 30 ―
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,059 1,121 928 1,799 合計 928,000 円
委託料 497,200 円

財
　
源

特定財源 577 578 567 973 使用料及び賃借料 10,800 円
負担金、補助及び

一般財源 482 543 361 826 交付金 420,000 円

職員人件費　② 75 77 876 891

総事業費（①＋②） 1,134 1,198 1,804 2,690

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 介護普及啓発事業費補助金（
県）

８年度以降の事業費見込 0 介護人材資質向上事業費

Ｄ

補助
金（県）

　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　

年

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

度

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

（

　
要

総合計画
分野 福祉

令

安心

基本施策 高齢者福

和

祉
施策体系

施策の内容

６

介護サービスの充実

目

年

　
　
　
的

　介護人材の

度

確保・育成・定着の取

評

組を促進

主
た
る
内
容

○

価

介護に関する入門的研

）

修を実施する。
するこ

刈

とで、本市の安定的な

谷

介護保険制度の ○介護

市

職員初任者研修の資格

事

取得及び主任介
運営を

務

図る。 　護支援専門員

事

の資格取得・更新に必

業

要な研
　修に係る費用

評

に対して、補助金を交

価

付する｡

位
置
づ
け

関連

シ

計画 刈谷市介護保険事

ー

業計画・刈谷市高齢者

ト

福祉計画

根拠法令 主任

（

介護支援専門員研修費

様

補助金交付要綱、介護

式

職員初任者研修費補助

１

金交付要綱

対象者 刈谷

）

市在住、在勤、在学の

会

方　他 事業期間 令和３

計

年度 ～

実施方法 ■直営

名

　□委託　□指定管理

担

　■補助・助成　□そ

当

の他

部 福祉健康部

一般

Ｂ
　
事
　
業
　

会

実
　
績

４年度実績 ５年

計

度実績 ６年度実績 ７年

介

度計画

・介護に関する

護

入門的研修参 ・介護に

人

関する入門的研修参 ・

材

介護に関する入門的研

確

修参 ・介護に関する入

保

門的研修参
　加者　　

・

　　　　　　20人 　

育

加者　　　　　　　　

成

20人 　加者　　　　

支

　　　　20人 　加者

援

　　　　　　　　30

事

人
・介護職員初任者研

業

修費補助 ・介護職員初

担

任者研修費補助 ・介護

当

職員初任者研修費補助

課

・介護職員初任者研修

長

費補助
　制度利用者　

寿

　　　　10人 　制度

課

利用者　　　　　16

款

人 　制度利用者　　　

項

　　 8人 　制度利用

目

者　　　　　15人
・

担

主任介護支援専門員研

当

修費 ・主任介護支援専

係

門員研修費 ・主任介護

介

支援専門員研修費 ・主

護

任介護支援専門員研修

保

費
　補助制度利用者　

険

　   9人 　補助制

企

度利用者　　　 6人

画

　補助制度利用者  



3 1 3

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　介護保

令

険制度施行後、要介護

和

（要支援）認定者数の

７

増加
・法的業務

高い
と

年

ともにサービス量も増

度

加していることから、

（

介護人材の
必要性 ・市

令

民ニーズ、社会需要 確

和

保やより専門性の高い

６

介護人材の育成が喫緊

年

の課題とな
・市民生活

度

上必要である　など っ

評

ている。

　愛知県地域

価

医療介護総合確保基金

）

事業（介護従事者確保

刈

・コストの節減、費用

谷

対効果
普通

分）補助金

市

交付要綱に基づく、補

事

助対象事業である。
効

務

率性 ・執行体制の効率

事

性
・手段の最適性　な

業

ど

　新たな介護人材の

評

確保、介護職員の離職

価

率の低減及び資
・市が

シ

主体となって実施する

ー

高い
質の向上を促進す

ト

ることを目的とした事

（

業であり、安定的
妥当

様

性 　べき事業であるか

式

な介護保険制度の運営

２

を図るため、市が主体

）

となって実施
・総合計

会

画との整合性　など す

計

べきものである。

　新

名

たな介護人材の確保、

担

介護職員の離職率の低

当

減及び資

施策への ・施

部

策への貢献度
高い

質の

福

向上は、安定的な介護

祉

保険制度の運営と介護

健

サービス
・目標達成度

康

の充実に繋がるもので

部

ある。
貢献度 ・市民サ

一

ービスへの効果　など

般

今後の方向性 □拡充　

会

■現状維持　□改善・

計

効率化　□縮小　□終

介

期設定　□休止・廃止

護

　高齢化の進行に伴い

人

、介護人材の確保・育

材

成・定着は急務であり

確

、今後も介護職に対す

保

るニーズは高まること

・

が予
測されるため、継

育

続して事業を実施し、

成

介護職への関心を喚起

支

するとともに、入職者

援

のすそ野を広げ、人材

事

の参入促
進と資質の向

業

上、育成支援を図る。

担当課 長

Ｃ
 
　
Ｈ
 

寿

　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　

課

∧
　
評
　
価
　
∨

款 項 目 担当係 介護保険企画係



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 24,487 17,865 0 合計 17,865,205 円
報償費 16,348,500 円

財
　
源

特定財源 0 10,461 0 0 需用費 760,705 円
役務費 756,000 円

一般財源 0 14,026 17,865 0

職員人件費　② 0 2,379 0 0

総事業費（①＋②） 0 26,866 17,865 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 福祉安心

基本

令

施策 高齢者福祉
施策体

和

系
施策の内容 高齢者の

６

社会参加・生きがいづ

年

くり

目
　
　
　
的

　市内

度

在住の60歳以上の高

評

齢者を対象に、市

主
た

価

る
内
容

　高齢者が市内

）

の対象施設等に設置さ

刈

れた専
ＬＩＮＥ公式ア

谷

カウントのショップカ

市

ードに 用ＱＲコードを

事

読み取ることで、市Ｌ

務

ＩＮＥ
ポイントを付与

事

することで、高齢者の

業

外出機 公式アカウント

評

のショップカードに刈

価

谷市商
会の創出及びに

シ

ぎわいの創出を図る。

ー

店街連盟商品券と交換

ト

できるポイントを付与

（

する。

位
置
づ
け

関連計

様

画

根拠法令

対象者 60

式

歳以上の高齢者 事業期

１

間 令和５年度 ～ 令和６

）

年度

実施方法 ■直営　

会

□委託　□指定管理　

計

□補助・助成　□その

名

他

担当部 福祉健康部

Ｂ
　
事
　
業
　
実

一

　
績

４年度実績 ５年度

般

実績 ６年度実績 ７年度

会

計画

　 ・実施期間 ・実

計

施期間 　
　 　　令和5

高

年11月1日～ 　　令

齢

和6年11月1日～ 　

者

　 　　令和6年1月1

外

9日 　　令和6年12

出

月27日 　
　 ・対象施

促

設等　21箇所 ・対象

進

施設等　20箇所 　
　

事

　　――――――― 　

業

　　―――――――

　

担

高齢者の外出機会の創

当

出を図ることができた

課

。

成果

　対象施設等へ

長

出向く際の自家用車利

寿

用率が高いことなどか

課

ら、健康増進としての

款

事業効果の検討が必要

項

である。

課題

指標名称

目

（単位）
実績値 目標値

担

４年度 ５年度 ６年度 ７

当

年度 ９年度

活動 参加者

係

数（人） ― 6,039

長

7,841 ― ―
指標
活

寿

動
指標

他市との
比較検

生

証

きがい係

3 1 3



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　高齢者の外出意

令

欲の向上、外出機会の

和

増加を図ることに
・法

７

的業務
普通

より、高齢

年

者の社会的孤立の防止

度

に繋がる。
必要性 ・市

（

民ニーズ、社会需要
・

令

市民生活上必要である

和

　など

　ＬＩＮＥを活

６

用することで、ショッ

年

プカード機能が無料
・

度

コストの節減、費用対

評

効果
普通

で利用できる

価

。また、刈谷市公式Ｌ

）

ＩＮＥと友だち登録を

刈

効率性 ・執行体制の効

谷

率性 してもらうことに

市

より、情報発信ツール

事

の充実を図ること
・手

務

段の最適性　など がで

事

きる。

　総合計画での

業

目指すべき姿である「

評

高齢者の社会参加・ 

価

・市が主体となって実

シ

施する
普通

生きがいづ

ー

くり」の実現に向けて

ト

、市が主体となって実

（

施
妥当性 　べき事業で

様

あるか すべき事業であ

式

る。
・総合計画との整

２

合性　など

　高齢者の

）

外出意欲向上、外出機

会

会増加を図ることで、

計

高

施策への ・施策への

名

貢献度
普通

齢者の社会

担

的孤立の防止を推進す

当

ることができる。
・目

部

標達成度
貢献度 ・市民

福

サービスへの効果　な

祉

ど

今後の方向性 □拡充

健

　□現状維持　□改善

康

・効率化　□縮小　□

部

終期設定　□休止・廃

一

止

【概　要】    

般

          

会

          

計

          

高

          

齢

   
対象者　　市内

者

在住の60歳以上の高

外

齢者
実施期間　令和6

出

年11月1日～令和6

促

年12月27日
特典内

進

容　ポイントの付与数

事

に応じた刈谷市商店街

業

連盟商品券（最大3,

担

000円分）
    

当

      25ポイ

課

ントで刈谷市商店街連

長

盟商品券2,000円

寿

分と交換
　　　　　4

課

5ポイントで刈谷市商

款

店街連盟商品券1,0

項

00円分と交換
参加者

目

数　7,841人

担当係 長

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ

寿

 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　

生

評
　
価
　
∨

きがい係

3 1 3



・家具転倒防止器具　  9世帯・家具転倒防止器具　 14世帯・家具転倒防止器具　 10世帯
・布団乾燥等　　　　   71人・布団乾燥等　　　　   67人・布団乾燥等　　　　   71人・布団乾燥等　　　　   80人
・友愛訪問　　　　　    2人・友愛訪問　　　　　    1人・終活情報キット配付　164人・終活情報キット配付　100人

　ひとり暮らし高齢者や高齢者のみ世帯等が安全に安心して生活できるよう、日常生活の支援となる各種福祉サービスを

成果
提供し、福祉の増進を図ることができた。

　また、単身高齢者に対する「もしもの時」の支援体制を整備するため、現行配布している救急医療情報キットと合わせ

て保管できる終活情報セットの配布を新たに開始した。

　高齢化の進行に伴い、ひとり暮らし高齢者の増加が見込まれるため、見守りサービスの充実及びより一層の周知啓発が

必要である。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

活動 携帯型緊急通報機器・固定型緊急通報システム利用 625 650 667 685 700
指標 者数（人）
活動 布団乾燥等利用者数（人） 71 67 71 80 90
指標

他市との
比較検証

Ｄ

Ｃ
　

　

事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単

　

位：千円
４年度 ５年度

　

６年度 ７年度 ６年度

（

Ｏ

決算） （決算） （決算

　

） （予算） 事業費内訳

　

事業費　① 21,99

∧

7 23,723 26,

　

790 29,439 合

　

計 26,790,02

実

8 円
需用費 660,

　

000 円

財
　
源

特定

　

財源 69 62 57 69

施

役務費 18,651 

　

円
委託料 25,983

　

,997 円

一般財源

∨

21,928 23,661 26,733 29,370 扶助費 127,380 円

職員人件費　② 5,346 5,294 5,734 5,588

総事業費（①＋②） 27,343 29,017 32,524 35,027

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 在宅福祉事業一部負担金

８年度以降の事業費見込 0

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 福祉安心

基本

令

施策 高齢者福祉
施策体

和

系
施策の内容 高齢者へ

６

の生活支援

目
　
　
　
的

年

　ひとり暮らし高齢者

度

や高齢者のみ世帯の日

評

主
た
る
内
容

○携帯型緊

価

急通報機器の貸与
常生

）

活を支援し、福祉の増

刈

進を図る。 ○固定型緊

谷

急通報システムの設置

市

○声の訪問の実施
○火

事

災警報器の給付
○家具

務

転倒防止器具の取付
○

事

布団乾燥等の実施
○終

業

活情報キットの配付

位

評

置
づ
け

関連計画 刈谷市

価

介護保険事業計画・刈

シ

谷市高齢者福祉計画

根

ー

拠法令 刈谷市在宅高齢

ト

者見守り安心事業実施

（

要綱、刈谷市緊急通報

様

システム設置事業実施

式

要綱　他

対象者 ※主た

１

る内容に記載 事業期間

）

昭和６０年度 ～

実施方

会

法 ■直営　■委託　□

計

指定管理　■補助・助

名

成　□その他

担当部 福祉健康部

Ｂ
　

一

事
　
業
　
実
　
績

４年度

般

実績 ５年度実績 ６年度

会

実績 ７年度計画

・携帯

計

型緊急通報機器　57

高

7人・携帯型緊急通報

齢

機器　601人・携帯

者

型緊急通報機器　62

日

0人・携帯型緊急通報

常

機器　630人
・固定

生

型緊急通報システム　

活

・固定型緊急通報シス

支

テム　 ・固定型緊急通

援

報システム　 ・固定型

事

緊急通報システム　
　

業

　　　　　　　　　 

担

  48人　　　　　

当

　　　　　   49

課

人　　　　　　　　　

長

　   47人　　　

寿

　　　　　　　   

課

55人
・声の訪問　　

款

　　     49人

項

・声の訪問　　　　 

目

    44人・声の

担

訪問　　　　    

当

 44人・声の訪問　

係

　　　     50

高

人
・日常生活用具　　

齢

　   27人・日常

福

生活用具　　　   

祉

 8人・火災警報器　

係

　　   　12人・

3

火災警報器　　　  

1

 　15人
・家具転倒

3

防止器具　  5世帯



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　高齢者のひとり

令

暮らしや高齢者のみの

和

世帯は、急病や事
・法

７

的業務
高い

故等の緊急

年

時に不安を抱えている

度

方が多く、見守りや事

（

故
必要性 ・市民ニーズ

令

、社会需要 防止につな

和

がる生活支援や緊急通

６

報システムの必要性は

年

高
・市民生活上必要で

度

ある　など い。

　火気

評

取扱いや布団乾燥など

価

、高齢者では扱いが難

）

しい動
・コストの節減

刈

、費用対効果
普通

作に

谷

ついて、事故の無いよ

市

うにフォローできる事

事

業である
効率性 ・執行

務

体制の効率性 が、利用

事

のきっかけがケアマネ

業

ージャーや民生委員、

評

包括
・手段の最適性　

価

など 支援センター等職

シ

員の勧めであることが

ー

多く、他者の客観
的介

ト

入が必要と思われる。

（

　高齢者が住み慣れた

様

地域で長く在宅で生活

式

するため、サ
・市が主

２

体となって実施する
高

）

い
ービスの充実を図り

会

市が実施すべき事業で

計

ある。
妥当性 　べき事

名

業であるか
・総合計画

担

との整合性　など

　刈

当

谷市高齢者福祉計画に

部

基づき、高齢者が住み

福

なれた地

施策への ・施

祉

策への貢献度
高い

域や

健

家庭で生活を営めるよ

康

う、在宅生活を支援す

部

るための
・目標達成度

一

事業として実施してい

般

る。
貢献度 ・市民サー

会

ビスへの効果　など

今

計

後の方向性 □拡充　■

高

現状維持　□改善・効

齢

率化　□縮小　□終期

者

設定　□休止・廃止

　

日

ひとり暮らし高齢者の

常

増加に伴い、見守りサ

生

ービスの重要性が高ま

活

っているため、より一

支

層の周知を図る必要が

援

あ
る。

事業
担

Ｃ
 

当

　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　

課

Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

長寿課

款 項 目 担当係 高齢福祉係

3 1 3



付人数　　　　 670人

 タクシー料金助成利用券の交付により、外出が必要であってもその手段がない状況の解消を図るともに、タクシー利用

成果
時における利用者負担の軽減を図るため、利用券の上限額を引き上げ、高齢者の外出支援を図ることができた。

　介護タクシー券の利用率が約30％と低いため、利用率を上げる取組が必要である。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

活動 高齢者タクシー料金助成利用券利用率（％） 61.2 58.5 63.2 63.3 63.3
指標
活動 介護タクシー料金助成利用券利用率 29.7 25.8 31.5 34.1 34.1
指標 （％）

　県内約半数の市で同様の事業を実施している。
他市との 　1回の乗車につき1枚の利用に制限している市が多い。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 19,798 24,571 28,364 28,723 合計 28,363,816 円
需用費 663,966 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 役務費 641,000 円
扶助費 27,058,850 円

一般財源 19,798 24,

Ｄ

571 28,364 2

　

8,723

職員人件費

　

　② 1,732 2,5

　

32 1,832 2,2

Ｏ

68

総事業費（①＋②

　

） 21,530 27,

　

103 30,196 3

∧

0,991

建
設
事
業

全

　

体事業費（単位：千円

　

） 0 ６年度特定財源名

実

称

６年度までの累積事

　

業費 0

８年度以降の事

　

業費見込 0

施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 福祉安心

基本

令

施策 高齢者福祉
施策体

和

系
施策の内容 高齢者へ

６

の生活支援

目
　
　
　
的

年

　高齢者に対し、タク

度

シー料金の一部を助成

評

主
た
る
内
容

○高齢者タ

価

クシー
することにより

）

、外出及び医療機関へ

刈

の通院 　要支援2以上

谷

、かつ、市民税非課税

市

世帯の65
等を支援し

事

、福祉の増進を図る。

務

　歳以上の高齢者に対

事

し、タクシー料金助成

業

　利用券（上限830

評

円）を一月当たり3枚

価

交付
　する。
○介護タ

シ

クシー
　要介護1以上

ー

、かつ、特殊車両の必

ト

要な65歳
　以上の高

（

齢者に対し、車椅子昇

様

降機付き車
　両又は寝

式

台付車両のタクシー料

１

金助成利用
　券（上限

）

4,600円）を一月

会

当たり3枚交付す
　る

計

。

位
置
づ
け

関連計画 刈

名

谷市介護保険事業計画

担

・刈谷市高齢者福祉計

当

画

根拠法令 刈谷市高齢

部

者タクシー料金助成事

福

業実施要綱、刈谷市介

祉

護タクシー料金助成事

健

業実施要綱

対象者 ※主

康

たる内容に記載 事業期

部

間 平成１４年度 ～

実施

一

方法 ■直営　□委託　

般

□指定管理　■補助・

会

助成　□その他

計
高齢者タクシー

Ｂ

助

　
事
　
業
　
実
　
績

４年

成

度実績 ５年度実績 ６年

事

度実績 ７年度計画

・高

業

齢者タクシー料金助成

担

利 ・高齢者タクシー料

当

金助成利 ・高齢者タク

課

シー料金助成利 ・高齢

長

者タクシー料金助成利

寿

　用券交付人数　　　

課

 266人 　用券交付

款

人数　　　 298人

項

　用券交付人数　　　

目

 323人 　用券交付

担

人数　　　 380人

当

・介護タクシー料金助

係

成利用 ・介護タクシー

高

料金助成利用 ・介護タ

齢

クシー料金助成利用 ・

福

介護タクシー料金助成

祉

利用
　券交付人数　　

係

　　 470人 　券交

3

付人数　　　　 54

1

8人 　券交付人数　　

3

　　 611人 　券交



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　高齢者の医療機

令

関への通院を支援する

和

とともに、閉じこ
・法

７

的業務
高い

もり防止、

年

買い物等生活において

度

の移動手段としても重

（

要
必要性 ・市民ニーズ

令

、社会需要 な事業であ

和

る。
・市民生活上必要

６

である　など

　タクシ

年

ーの事業所等と連携し

度

、高齢車の移動手段の

評

確保
・コストの節減、

価

費用対効果
普通

として

）

有効な事業である。
効

刈

率性 ・執行体制の効率

谷

性
・手段の最適性　な

市

ど

　総合計画において

事

、安心安全に移動でき

務

る交通移動環境
・市が

事

主体となって実施する

業

普通
の形成を目指し、

評

交通弱者の移動支援の

価

充実を課題認識さ
妥当

シ

性 　べき事業であるか

ー

れている。
・総合計画

ト

との整合性　など

　対

（

象者要件及び利用条件

様

の拡充により、利用率

式

が向上し

施策への ・施

２

策への貢献度
高い

たた

）

め。
・目標達成度

貢献

会

度 ・市民サービスへの

計

効果　など

今後の方向

名

性 □拡充　□現状維持

担

　■改善・効率化　□

当

縮小　□終期設定　□

部

休止・廃止

　高齢者の

福

外出促進を図るため、

祉

利用率を上げる取組を

健

検討する。

康部

一般

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ

会

 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価

計

　
∨

高齢者タクシー助成事業
担当課 長寿課

款 項 目 担当係 高齢福祉係

3 1 3



3

支援ベッド貸与利用料 ・介護支援ベッド貸与利用料 ・介護支援ベッド貸与利用料
　　補助人数　　　　 167人 　　補助人数　　　 　168人 　　補助人数　　　   172人 　　補助人数　　　   190人
　　補助金額　 4,466,475円 　　補助金額　 4,338,564円 　　補助金額　 4,773,456円 　　補助金額　 5,033,119円
・住宅バリアフリー化工事費 ・住宅バリアフリー化工事費 ・住宅バリアフリー化工事費 ・住宅バリアフリー化工事費
　　補助人数　　　　　89人 　　補助人数　　　　  67人 　　補助人数　　　　  68人 　　補助人数　　　　 100人
　　補助金額 　7,282,412円 　　補助金額   5,480,913円 　　補助金額   5,383,737円 　　補助金額   8,100,000円

  高齢者が住み慣れた自宅で安心して生活できる住環境が整えられた。

成果

  高齢化率の上昇に伴う補助人数及び補助額の増加に対する適切な審査と予算執行を行う必要がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

活動 住宅改善費補助人数（人） 204 158 155 200 200
指標
活動 住宅バリアフリー化工事費補助人数 89 67 68 100 100
指標 （人）

  住宅改善費補助は、西三河9市すべてで実施していたが、岡崎市は令和6年度をもって廃止した

Ｄ

。
他市との 　補助上限

　

額や補助対象者の抽出

　

方法については、市町

　

村独自の算定により事

Ｏ

業を展開している。
比

　

較検証

　
∧
　
　
実
　
　
施

Ｃ
　
事
　
業
　

　

コ
　
ス
　
ト

単位：千円
　 ４年度 ５年度 ６年度 ７
∨

年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 34,870 26,124 26,088 34,540 合計 26,088,496 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 26,088,496 円

一般財源 34,870 26,124 26,088 34,540

職員人件費　② 226 230 239 243

総事業費（①＋②） 35,096 26,354 26,327 34,783

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 福祉安心

基

令

本施策 高齢者福祉
施策

和

体系
施策の内容 介護サ

６

ービスの充実

目
　
　
　

年

的

　高齢者が住み慣れ

度

た自宅で安心して生活

評

で

主
た
る
内
容

〇住宅改

価

善費
きるよう住宅改善

）

費等の一部を補助する

刈

こと 　要介護認定者等

谷

の住宅改善費用が介護

市

保険
により、高齢者の

事

自立支援及び介護者の

務

負担 　上限額（20万

事

円）を超えた場合に、

業

超えた
軽減を図る。 　

評

費用の一部を補助する

価

。
〇介護支援ベッド貸

シ

与利用料　　
　離床動

ー

作が困難な軽度（要支

ト

援1・2、要介
　護1

（

）の要介護認定者等へ

様

、介護支援ベッド
　の

式

貸与利用料の一部を補

１

助する。
〇住宅バリア

）

フリー化工事費
　要介

会

護認定等を受けていな

計

い高齢者の住宅
　バリ

名

アフリー化工事費の一

担

部を補助する。
　（上

当

限額10万円）

位
置
づ

部

け

関連計画 刈谷市介護

福

保険事業計画・刈谷市

祉

高齢者福祉計画

根拠法

健

令 刈谷市住宅改善費補

康

助金交付要綱　　刈谷

部

市高齢者住宅バリアフ

一

リー化工事費補助金交

般

付要綱

対象者 ※主たる

会

内容に記載 事業期間 平

計

成１２年度 ～

実施方法

住

□直営　□委託　□指

宅

定管理　■補助・助成

改

　□その他

善費等補助事業
担

Ｂ
　
事

当

　
業
　
実
　
績

４年度実

課

績 ５年度実績 ６年度実

長

績 ７年度計画

・住宅改

寿

善費 ・住宅改善費 ・住

課

宅改善費 ・住宅改善費

款

　　補助人数　　　　

項

 204人 　　補助人

目

数　　　　 158人

担

　　補助人数　　　　

当

 155人 　　補助人

係

数　　　　 200人

介

　　補助金額　22,

護

827,166円 　　

認

補助金額　16,05

定

6,117円 　　補助

給

金額  15,717

付

,303円 　　補助金

係

額  21,063,

3

140円
・介護支援ベ

1

ッド貸与利用料 ・介護



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　本補助事業は

令

介護保険の給付対象を

和

超えたものであるが､

７

・法的業務
普通

要介護

年

認定を受けるなど身体

度

機能の低下が生じる高

（

齢者が
必要性 ・市民ニ

令

ーズ、社会需要 毎年一

和

定数生じているため、

６

住宅改修や介護支援ベ

年

ッドの
・市民生活上必

度

要である　など ニーズ

評

も発生し続けている。

価

　住宅改善費補助では

）

、介護保険給付と市補

刈

助金をまとめ
・コスト

谷

の節減、費用対効果
普

市

通
て申請できるように

事

するなど、申請者の利

務

便性と事務の効
効率性

事

・執行体制の効率性 率

業

化が図られている。
・

評

手段の最適性　など

　

価

総合計画で掲げる「全

シ

ての高齢者が住み慣れ

ー

た地域で安
・市が主体

ト

となって実施する
高い

（

心して暮らすことがで

様

きる」ことを実現する

式

ために必要な
妥当性 　

２

べき事業であるか 補助

）

事業である。
・総合計

会

画との整合性　など

　

計

自宅改修費を補助する

名

ことで、高齢者が住み

担

慣れた家で

施策への ・

当

施策への貢献度
高い

安

部

心して暮らすことがで

福

き、総合計画の施策に

祉

直接貢献す
・目標達成

健

度 る事業である。
貢献

康

度 ・市民サービスへの

部

効果　など

今後の方向

一

性 □拡充　■現状維持

般

　□改善・効率化　□

会

縮小　□終期設定　□

計

休止・廃止

　住宅改善

住

費等補助は、高齢化が

宅

進む中、第5期刈谷市

改

介護保険事業計画・高

善

齢者福祉計画の重点課

費

題である地域包括
ケア

等

システムの推進施策で

補

ある高齢者の住まいの

助

整備を促進するため、

事

平成25年6月より補

業

助対象改修費の上限額

担

を10
万円から20万

当

円に拡充すると同時に

課

、100％であった補

長

助率を介護保険の給付

寿

率に合わせて自己負担

課

も求め補助制度の
適正

款

化を図った。
　令和6

項

年度からの第9期刈谷

目

市介護保険事業計画・

担

高齢者福祉計画におい

当

ても、安心な生活環境

係

の整備として高齢者
に

介

配慮した住まいの充実

護

を掲げており、継続し

認

て事業を実施していく

定

。

給付係

Ｃ
 
　
Ｈ

3

 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 

1

　
∧
　
評
　
価
　
∨

3



企

助件数　　　　1件
 

画

   補助金額 　　

係

16千円 　　補助金額

3

　6,160千円 　　

1

補助金額　2,420

3

千円
　感染管理認定看護師の派遣までは至らなかったものの、感染管理認定看護師による感染症発生事業所との電話相談を実

成果
施し、早期に感染症拡大防止対策を講じることができた。また、簡易陰圧装置の設置経費及びゾーニング環境等整備経費

に対する補助金の交付により、施設内での感染症の感染拡大リスクを低減することができた。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

活動 簡易陰圧装置設置費補助件数（件） ― 2 1 ― ―
指標
活動 ゾーニング環境等整備費補助件数 ― 2 1 ― ―
指標 （件）

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 9,414 12,320 5,338 50 合計 5,338,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 8,864 12,320 5,338 0 交付金 5,338,000 円

一般財源 550 0 0 50

職員人件費　② 75 77 478 486

総事業費（①＋②） 9,489 12,397 5,816 536

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 介護施設等整備事業費補助金
（県）

８年度以降の事業費見

Ｄ

込 0

　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　

年

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

度

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

（

　
概
　
要

総合計画
分野

令

福祉安心

基本施策 高齢

和

者福祉
施策体系

施策の

６

内容 介護サービスの充

年

実

目
　
　
　
的

　感染症

度

のまん延等不測の事態

評

に備え、事業

主
た
る
内

価

容

○感染管理認定看護

）

師の派遣
者に対する感

刈

染症対策のための支援

谷

を行うこ ○簡易陰圧装

市

置設置に必要な経費に

事

対する補
とで、介護サ

務

ービスの継続的な提供

事

体制を確 　助金
保する

業

。 ○ゾーニング環境等

評

整備経費に対する補助

価

金

位
置
づ
け

関連計画 刈

シ

谷市介護保険事業計画

ー

・刈谷市高齢者福祉計

ト

画

根拠法令 愛知県介護

（

施設等整備事業費補助

様

金交付要綱

対象者 介護

式

サービス事業者 事業期

１

間 令和２年度 ～

実施方

）

法 ■直営　□委託　□

会

指定管理　■補助・助

計

成　□その他

名 担当部 福祉健康

Ｂ
　

部

事
　
業
　
実
　
績

４年度

一

実績 ５年度実績 ６年度

般

実績 ７年度計画

・感染

会

管理認定看護師派遣 ・

計

感染管理認定看護師派

高

遣 ・感染管理認定看護

齢

師派遣 ・感染管理認定

者

看護師派遣
　　　　　

施

　　 　　10件 　　

設

　　　　　　　　0件

等

          

感

          

染

0件
・濃厚接触者等介

症

護サービス ・簡易陰圧

対

装置の設置経費に ・簡

策

易陰圧装置の設置経費

支

に
　提供継続支援金 　

援

対する補助 　対する補

事

助
　　補助件数　 　

業

　24件     補助

担

件数　　　　2件   

当

  補助件数　　　　

課

1件
　　補助金額　9

長

,348千円 　　補助

寿

金額　6,160千円

課

　　補助金額　2,9

款

18千円
・介護サービ

項

ス利用継続ＰＣ ・ゾー

目

ニング環境等整備経費

担

・ゾーニング環境等整

当

備経費
　Ｒ等検査費補

係

助金 　に対する補助 　

介

に対する補助
    

護

補助件数 　　　 2

保

件     補助件数　

険

　　　2件     補



画係

3 1 3

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　感

令

染症における介護サー

和

ビス事業所への支援で

７

あり、社
・法的業務

高

年

い
会的需要は非常に高

度

い。
必要性 ・市民ニー

（

ズ、社会需要
・市民生

令

活上必要である　など

和

　簡易陰圧装置の設置

６

及びゾーニング環境等

年

の整備に対す
・コスト

度

の節減、費用対効果
普

評

通
る補助金の交付につ

価

いては県の補助制度に

）

基づくものであ
効率性

刈

・執行体制の効率性 る

谷

。また、感染管理認定

市

看護師の派遣について

事

は、専門家
・手段の最

務

適性　など による現場

事

での直接指導や電話等

業

による相談対応であり

評

、
感染拡大防止に直結

価

する内容であるため、

シ

必要性は高い。
　感染

ー

症における介護サービ

ト

スの提供継続を支援し

（

、サー
・市が主体とな

様

って実施する
高い

ビス

式

利用者へのサービス提

２

供の安定化を図るため

）

に必要な
妥当性 　べき

会

事業であるか 事業であ

計

ることから、市が主体

名

となって実施すべきも

担

ので
・総合計画との整

当

合性　など ある。

　介

部

護サービスの提供継続

福

を支援することで、利

祉

用者への

施策への ・施

健

策への貢献度
普通

サー

康

ビス供給の安定化を図

部

ることができる。
・目

一

標達成度
貢献度 ・市民

般

サービスへの効果　な

会

ど

今後の方向性 □拡充

計

　■現状維持　□改善

高

・効率化　■縮小　□

齢

終期設定　■休止・廃

者

止

　感染症の発生状況

施

及び県における補助制

設

度の動向を踏まえ検討

等

する。

感染症

Ｃ
 

対

　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　

策

Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

支援事業
担当課 長寿課

款 項 目 担当係 介護保険企



護

合計 369,600 

予

円
工事請負費 369,

防

600 円

財
　
源

特定

推

財源 0 0 0 0

一般財源

進

0 0 370 0

職員人件

係

費　② 0 0 398 0

総

3

事業費（①＋②） 0 0

1

768 0

建
設
事
業

全体

7

事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７年

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

度

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

（

事
　
業
　
概
　
要

総合計

令

画
分野 福祉安心

基本施

和

策 高齢者福祉
施策体系

６

施策の内容 高齢者への

年

生活支援

目
　
　
　
的

　

度

65歳以上の要支援・

評

要介護認定者及び75

価

歳

主
た
る
内
容

　刈谷市

）

民ボランティアセンタ

刈

ーの一部を整
以上の者

谷

が、 在宅生活で抱え

市

るちょっとした 備し、

事

ちょこっとささえあい

務

センターを設置
困りご

事

とを解決するため、市

業

民ボランティア する。

評

活動センター内にちょ

価

こっとささえあいセン

シ

ターを整備する。

位
置

ー

づ
け

関連計画 刈谷市介

ト

護保険事業計画・刈谷

（

市高齢者福祉計画

根拠

様

法令 刈谷市ちょこっと

式

ささえあい事業実施要

１

綱

対象者 施設利用者 事

）

業期間 令和６年度 ～ 令

会

和６年度

実施方法 □直

計

営　■委託　□指定管

名

理　□補助・助成　□

担

その他

当部 福祉健康部

一

Ｂ
　
事
　
業

般

　
実
　
績

４年度実績 ５

会

年度実績 ６年度実績 ７

計

年度計画

　 　 整備工事

ち

　
　 　 　
　 　 　
　 　 　

ょ

　　　―――――――

こ

　　　―――――――

っ

　　　―――――――

と

　ちょこっとささえあ

さ

いセンターが開設する

さ

6月までにセンターの

え

整備を完了することが

あ

できた。

成果

課題

指標

い

名称（単位）
実績値 目

セ

標値

４年度 ５年度 ６年

ン

度 ７年度 ９年度

活動 セ

タ

ンター整備進捗率（％

ー

） ― 100.0 ―
指標

整

活動
指標

類似センター

備

設置自治体
他市との 豊

事

明市
比較検証

業
担当課 長寿課

款

Ｃ
　
事

項

　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位

目

：千円
４年度 ５年度 ６

担

年度 ７年度 ６年度

（決

当

算） （決算） （決算）

係

（予算） 事業費内訳

事

介

業費　① 0 0 370 0



予防推進係

3 1 7

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理

令

由

　令和4年度に行わ

和

れた高齢者等実態調査

７

報告書において、
・法

年

的業務
高い

地域住民同

度

士の助け合い、支え合

（

いが「必要」と回答し

令

た
必要性 ・市民ニーズ

和

、社会需要 者が56％

６

、「できる」と回答し

年

た者が39％と市民ニ

度

ーズが
・市民生活上必

評

要である　など あると

価

いえる。

　買い物や掃

）

除といった軽度な生活

刈

支援の担い手のニーズ

谷

・コストの節減、費用

市

対効果
普通

を確保する

事

有効な事業である。
効

務

率性 ・執行体制の効率

事

性
・手段の最適性　な

業

ど

　市民の生活に馴染

評

むものとして公共が主

価

体となって行う
・市が

シ

主体となって実施する

ー

高い
ことは、市民が安

ト

心してサポートを利用

（

できることに繋が
妥当

様

性 　べき事業であるか

式

る。
・総合計画との整

２

合性　など

　市民の生

）

活上のちょっとした困

会

り事を解決するため、

計

利

施策への ・施策への

名

貢献度
高い

用者と支援

担

者のニーズをマッチン

当

グする要となる機関で

部

あ
・目標達成度 るため

福

。
貢献度 ・市民サービ

祉

スへの効果　など

今後

健

の方向性 □拡充　□現

康

状維持　□改善・効率

部

化　□縮小　□終期設

一

定　□休止・廃止

　セ

般

ンターの整備事業は6

会

月に完了し、今後はセ

計

ンターの活動が市内全

ち

域に拡がるよう周知す

ょ

るとともに活動の普及

こ

を
図っていく。

っとささ

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 

え

　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評

あ

　
価
　
∨

いセンター整備事業
担当課 長寿課

款 項 目 担当係 介護



係

総事業費（①＋②） 1

3

,783 1,669 1

1

,491 121

建
設
事

1

業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　

年

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

度

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

（

　
要

総合計画
分野 福祉

令

安心

基本施策 高齢者福

和

祉
施策体系

施策の内容

６

高齢者への生活支援

目

年

　
　
　
的

　福祉有償運

度

送の必要性、対価が適

評

切なもの

主
た
る
内
容

　

価

協議会を開催し、福祉

）

有償運送の適切な運
で

刈

あるか等について協議

谷

し、福祉有償運送の 営

市

を図る。
適切な運営を

事

図る。

位
置
づ
け

関連計

務

画  

根拠法令 刈谷市福

事

祉有償運送運営協議会

業

設置要綱

対象者 協議会

評

委員 事業期間 平成１７

価

年度 ～

実施方法 ■直営

シ

　□委託　□指定管理

ー

　□補助・助成　□そ

ト

の他

（様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　
業
　

担

実
　
績

４年度実績 ５年

当

度実績 ６年度実績 ７年

部

度計画

・協議会の開催

福

・協議会の開催 ・協議

祉

会を1回以上開催 ・協

健

議会の開催
　開催日 

康

11月2日 　開催日 

部

11月15日   開催

一

日 11月15日

　運

般

営協議会でＮＰＯによ

会

る自家用自動車を使用

計

した有償運送について

福

の協議を行い、適切な

祉

運営についての意見交

有

換を

成果
行うことがで

償

きた。

 

課題

指標名称

運

（単位）
実績値 目標値

送

４年度 ５年度 ６年度 ７

運

年度 ９年度

活動 協議会

営

開催数（回） 1 1 1 1

協

1
指標

 
指標

 
他市と

議

の
比較検証

会事業
担当課 長寿

Ｃ
　
事
　

課

業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：

款

千円
４年度 ５年度 ６年

項

度 ７年度 ６年度

（決算

目

） （決算） （決算） （

担

予算） 事業費内訳

事業

当

費　① 51 58 58 1

係

21 合計 57,600

長

 円
報償費 57,60

寿

0 円

財
　
源

特定財源

生

0 0 0 0

一般財源 51

き

58 58 121

職員人

が

件費　② 1,732 1

い

,611 1,433 0



3

          294,120,000円              313,274,000円
　計 　計 　計 　計
　　　　　 1,590,398,000円 　　　　　 1,665,017,000円 　　　　　 1,767,945,000円 　　　　　 1,777,563,000円

　介護保険法に規定されている介護給付費等の市負担分を一般会計から介護保険会計に繰り出すことで、介護保険会計の

成果
健全な運営を行うことができた。

 

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

活動 繰出額（千円） 1,590,398 1,665,017 1,767,945 1,777,563 ―
指標

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,590,398 1,665,017 1,767,945 1,777,563 合計 1,767,945,000 円
繰出金 1,767,945,000 円

財
　
源

特定財源 57,063 59,108 84,834 53,786

一般財源 1,533,335 1,605,909 1,683,111 1,723,777

職員

Ｄ

人件費　② 75 77 2

　

39 243

総事業費（

　

①＋②） 1,590,

　

473 1,665,0

Ｏ

94 1,768,18

　

4 1,777,806

　

建
設
事
業

全体事業費（

∧

単位：千円） 0 ６年度

　

特定財源名称

６年度ま

　

での累積事業費 0 低所

実

得者保険料軽減負担金

　

（
国・県）

８年度以降

　

の事業費見込 0

施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 福祉安心

基

令

本施策 高齢者福祉
施策

和

体系
施策の内容 介護サ

６

ービスの充実

目
　
　
　

年

的

　介護保険事業の円

度

滑な運営を図る。

主
た

評

る
内
容

　介護保険事業

価

に係る介護給付費、地

）

域支援
事業費、総務費

刈

の市負担分を介護保険

谷

会計に
繰り出す。

位
置

市

づ
け

関連計画 刈谷市介

事

護保険事業計画・刈谷

務

市高齢者福祉計画

根拠

事

法令 介護保険法

対象者

業

対象者を限定せず 事業

評

期間 平成１２年度 ～

実

価

施方法 □直営　□委託

シ

　□指定管理　□補助

ー

・助成　■その他

ト （様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

４

担

年度実績 ５年度実績 ６

当

年度実績 ７年度計画

介

部

護給付費分： 介護給付

福

費分： 介護給付費分：

祉

介護給付費分：
　　　

健

　　 1,061,7

康

68,000円 　　　

部

　　 1,098,8

一

70,000円 　　　

般

　　 1,157,2

会

01,000円 　　　

計

　　 1,156,3

介

87,000円
地域支

護

援事業費分： 地域支援

保

事業費分： 地域支援事

険

業費分： 地域支援事業

会

費分：
　　　　　　 

計

180,172,00

繰

0円 　　　　　　 1

出

97,878,000

事

円 　　　　　　 20

業

3,512,000円

担

　　　　　　 236

当

,187,000円
低

課

所得者保険料軽減分：

長

低所得者保険料軽減分

寿

： 低所得者保険料軽減

課

分： 低所得者保険料軽

款

減分：
　　　　　　　

項

77,763,000

目

円 　　　　　　　82

担

,090,000円 　

当

　　　　　 113,

係

112,000円 　　

介

　　　 　 71,7

護

15,000円
総務費

保

分： 総務費分： 総務費

険

分： 総務費分：
   

企

          

画

270,695,00

係

0円         

3

     286,1

1

79,000円    



係

） 事業費内訳

事業費　

3

① 3,095 3,08

1

0 3,041 3,16

3

8 合計 3,040,576 円
委託料 3,040,576 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 3,095 3,080 3,041 3,168

職員人件費　② 979 1,381 1,832 0

総事業費（①＋②） 4,074 4,461 4,873 3,168

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　

年

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

度

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

（

　
要

総合計画
分野 福祉

令

安心

基本施策 高齢者福

和

祉
施策体系

施策の内容

６

高齢者の社会参加・生

年

きがいづくり

目
　
　
　

度

的

　地域の高齢者の交

評

流の場である老人いこ

価

い

主
た
る
内
容

　老人い

）

こいの場の運営を各管

刈

理者に委託す
の場を設

谷

置・運営することによ

市

り、高齢者の る。
生き

事

がいと健康づくりを支

務

援する。

位
置
づ
け

関連

事

計画 刈谷市介護保険事

業

業計画・刈谷市高齢者

評

福祉計画

根拠法令 刈谷

価

市老人いこいの場設置

シ

運営要綱

対象者 60歳

ー

以上の高齢者 事業期間

ト

昭和４８年度 ～

実施方

（

法 □直営　■委託　□

様

指定管理　□補助・助

式

成　□その他

１）

会計名 担当部

Ｂ
　

福

事
　
業
　
実
　
績

４年度

祉

実績 ５年度実績 ６年度

健

実績 ７年度計画

・いこ

康

いの場開設(33か所

部

) ・いこいの場開設(

一

32か所) ・いこいの

般

場開設(32か所) ・

会

いこいの場開設(30

計

か所)

　老人いこいの

老

場を開設することによ

人

り、地域の高齢者の交

い

流の場を提供し、相互

こ

の親睦を図るとともに

い

、生きがいと健

成果
康

の

づくりの推進を図るこ

場

とができた。

課題

指標

整

名称（単位）
実績値 目

備

標値

４年度 ５年度 ６年

運

度 ７年度 ９年度

活動 い

営

こいの場開設日数（日

事

） 4,334 4,47

業

0 4,520 4,55

担

0 ―
指標
活動 いこいの

当

場利用者数（人） 42

課

,050 44,899

長

48,194 48,2

寿

00 ―
指標

他市との
比

課

較検証

款 項 目 担当係 長寿

Ｃ
　
事
　
業
　

生

コ
　
ス
　
ト

単位：千円

き

４年度 ５年度 ６年度 ７

が

年度 ６年度

（決算） （

い

決算） （決算） （予算



3

での累積事業費 0

８年

1

度以降の事業費見込 0

3

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

年

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

度

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

（

要

総合計画
分野 福祉安

令

心

基本施策 高齢者福祉

和

施策体系
施策の内容 高

６

齢者の社会参加・生き

年

がいづくり

目
　
　
　
的

度

　高齢者スポーツ大会

評

の出場選手を激励する

価

主
た
る
内
容

　県代表と

）

して、全国福祉祭等の

刈

高齢者スポ
とともに、

谷

高齢者スポーツの振興

市

を図る。 ーツ大会の全

事

国大会に出場する選手

務

に対し、
激励金を交付

事

する。
　

位
置
づ
け

関連

業

計画 刈谷市介護保険事

評

業計画・刈谷市高齢者

価

福祉計画

根拠法令  

対

シ

象者 ※主たる内容に記

ー

載 事業期間 ～

実施方法

ト

□直営　□委託　□指

（

定管理　■補助・助成

様

　□その他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事

部

　
業
　
実
　
績

４年度実

福

績 ５年度実績 ６年度実

祉

績 ７年度計画

神奈川大

健

会：10人 愛媛大会：

康

7人 鳥取大会：10人

部

岐阜大会
全日本О-7

一

0サッカー大会：1
人

般

成果

課題

指標名称（単

会

位）
実績値 目標値

４年

計

度 ５年度 ６年度 ７年度

高

９年度

成果 高齢者スポ

齢

ーツ大会出場者数（人

者

） 10 7 11 ― ―
指標

ス

 
指標

 
他市との
比較

ポ

検証

ーツ等奨励事業
担

Ｃ
　
事
　
業
　
コ

当

　
ス
　
ト

単位：千円
４

課

年度 ５年度 ６年度 ７年

長

度 ６年度

（決算） （決

寿

算） （決算） （予算）

課

事業費内訳

事業費　①

款

100 70 110 12

項

0 合計 110,000

目

 円
報償費 110,0

担

00 円

財
　
源

特定財

当

源 0 0 0 0

一般財源 1

係

00 70 110 120

長

職員人件費　② 979

寿

614 637 0

総事業

生

費（①＋②） 1,07

き

9 684 747 120

が

建
設
事
業

全体事業費（

い

単位：千円） 0 ６年度

係

特定財源名称

６年度ま



年度 ７年度 ９年度

活動 敬老金対象者（人） 1,302 1,295 1,366 ― ―
指標

指標
 

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 27,489 27,852 28,941 30,823 合計 28,940,576 円
報償費 15,140,000 円

財
　
源

特定財源 3 2 2 2 需用費 202,176 円
役務費 372,000 円

一般財源 27,486 27,850 28,939 30,821 負担金、補助及び
交付金 13,226,400 円

職員人件費　② 1,581 1,995 2,469 2,511

総事業費（①＋②） 29,070 29,847 31,410 33,334

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 市町村権限移譲交付金（県）

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 福祉安心

基本施

令

策 高齢者福祉
施策体系

和

施策の内容 高齢者の社

６

会参加・生きがいづく

年

り

目
　
　
　
的

　多年に

度

渡り社会の発展に尽く

評

してきた高齢

主
た
る
内

価

容

○各地区等で行われ

）

る敬老会事業に対する

刈

補
者を敬愛し、長寿を

谷

祝うとともに、各地区

市

等 　助
への健康・長寿

事

に対する啓発を行う。

務

○対象者に対する敬老

事

金の贈呈

位
置
づ
け

関連

業

計画 刈谷市介護保険事

評

業計画・刈谷市高齢者

価

福祉計画

根拠法令 刈谷

シ

市補助金交付規則、刈

ー

谷市敬老金支給要綱、

ト

刈谷市敬老会事業補助

（

金交付要綱

対象者 ※「

様

Ｂ　事業実績」欄に記

式

載 事業期間 ～

実施方法

１

■直営　□委託　□指

）

定管理　■補助・助成

会

　□その他

計名 担当部 福祉健

Ｂ
　
事

康

　
業
　
実
　
績

４年度実

部

績 ５年度実績 ６年度実

一

績 ７年度計画

・敬老金

般

・敬老金 ・敬老金 ・敬

会

老金
　　満87歳、満

計

89歳、満98歳 　　

敬

満87歳、満89歳、

老

満98歳 　　満87歳

金

、満89歳、満98歳

等

　　満87歳、満89

支

歳、満98歳
　　（1

給

0,000円） 　　（

事

10,000円） 　　

業

（10,000円） 　

担

　（10,000円）

当

　　満99歳（30,

課

000円） 　　満99

長

歳（30,000円）

寿

　　満99歳（30,

課

000円） 　　満99

款

歳（30,000円）

項

　　満100歳以上（

目

20,000円）　　

担

満100歳以上（20

当

,000円）　　満1

係

00歳以上（20,0

長

00円）　　満100

寿

歳以上（20,000

生

円）

　多年に渡り社会

き

の発展に尽くしてきた

が

高齢者を敬愛し、長寿

い

を祝うとともに、各地

係

区等への健康・長寿に

3

対する啓発を

成果
行う

1

ことができた。

課題

指

3

標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６



果
　

　高齢者数や要介護認定者数は増加しており、介護状態となることを防ぐための講座も今後開催する必要がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

活動 認知症サポーター養成講座受講者累計数（人） 11,046 12,101
指標
活動 家庭介護教室参加者数（人） 106 110 87 80 80
指標

　他市においても、愛知県市町村振興協会の同事業を活用して、同様の研修会を実施している。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 465 389 65 22 合計 64,550 円
使用料及び賃借料 64,550 円

財
　
源

特定財源 0 0 65 22

一般財源 465 389 0 0

職員人件費　② 2,485 2,532 327 332

総事業費（①＋②） 2,950 2,921 392 354

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 地域福祉基金積立金利子

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 福祉安心

基本

令

施策 高齢者福祉
施策体

和

系
施策の内容 高齢者の

６

社会参加・生きがいづ

年

くり

目
　
　
　
的

　家庭

度

介護や介護予防につい

評

ての正しい知識

主
た
る

価

内
容

○家庭介護教室の

）

開催
や技術を学ぶ機会

刈

を提供し、高齢者が安

谷

心し
て暮らすことがで

市

きる家庭、地域づくり

事

を推
進する。

位
置
づ
け

務

関連計画 刈谷市介護保

事

険事業計画・刈谷市高

業

齢者福祉計画

根拠法令

評

 

対象者 市民 事業期間

価

平成１９年度 ～

実施方

シ

法 ■直営　□委託　□

ー

指定管理　□補助・助

ト

成　□その他

（様式１）

会計名

Ｂ
　

担

事
　
業
　
実
　
績

４年度

当

実績 ５年度実績 ６年度

部

実績 ７年度計画

・家庭

福

介護教室の開催 ・家庭

祉

介護教室の開催 ・家庭

健

介護教室の開催 ・家庭

康

介護教室の開催
　　年

部

3回、延べ4日間 　　

一

年3回、延べ4日間 　

般

　年3回、延べ4日間

会

　　年3回
・認知症サ

計

ポーター養成講座 ・認

地

知症サポーター養成講

域

座 ※認知症サポーター

介

養成講座
　　団体　1

護

2回　361人 　　団

等

体　19回　1,00

推

3人 認知症サポーター

進

ステップア
　　個人　

事

 3回 　56人　 　

業

　個人　 3回 　 

担

 52人　 ップ講座、

当

窓口及び施設にお
・認

課

知症サポーターステッ

長

プ ・認知症サポーター

寿

ステップ けるパンフレ

課

ット等の配布に
　アッ

款

プ講座 　アップ講座 つ

項

いては、介護保険特別

目

会計
　　　　　 1回

担

　 38人 　　　　　

当

 1回　 33人 認知

係

症サポーター等養成事

介

業
・窓口及び施設にお

護

けるパン ・窓口及び施

予

設におけるパン にて継

防

続。
　フレット等の配

推

布 　フレット等の配布

進

　専門家による講演、

係

演習により、家庭介護

3

に必要な基本的な知識

1

、技術を身につける機

3

会を提供できた。　

成



3

ることで、介護職及び介護業界に対するイメージアップを図り、更なる魅力発信を行う。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

活動 イベント出展回数（回） 2 3 2 2 ―
指標

指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 249 248 224 360 合計 223,806 円
需用費 79,706 円

財
　
源

特定財源 186 186 167 269 使用料及び賃借料 82,500 円
負担金、補助及び

一般財源 63 62 57 91 交付金 61,600 円

職員人件費　② 75 77 876 891

総事業費（①＋②） 324 325 1,100 1,251

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 介護普及啓発事業費補助金（
県）

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 福祉安心

基

令

本施策 高齢者福祉
施策

和

体系
施策の内容 介護サ

６

ービスの充実

目
　
　
　

年

的

　介護に関する理解

度

を深めることで、介護

評

職

主
た
る
内
容

　刈谷わ

価

んさか祭り等のイベン

）

トに出展し、
への関心

刈

を喚起し、介護人材の

谷

参入促進を図 介護や介

市

護の仕事の魅力に関す

事

る情報発信や
る。 周知

務

活動を行う。

位
置
づ
け

事

関連計画 刈谷市介護保

業

険事業計画・刈谷市高

評

齢者福祉計画

根拠法令

価

愛知県地域医療介護総

シ

合確保基金事業（介護

ー

従事者確保分）補助金

ト

交付要綱

対象者 対象者

（

を限定せず 事業期間 令

様

和３年度 ～

実施方法 ■

式

直営　□委託　□指定

１

管理　□補助・助成　

）

□その他

会計名 担当部 福祉

Ｂ
　
事
　

健

業
　
実
　
績

４年度実績

康

５年度実績 ６年度実績

部

７年度計画

・イベント

一

出展 ・イベント出展 ・

般

イベント出展 ・イベン

会

ト出展
　　刈谷わんさ

計

か祭り 　　刈谷わんさ

介

か祭り 　　刈谷わんさ

護

か祭り 　　刈谷わんさ

職

か祭り
　　福祉健康フ

の

ェスティバル     

魅

FC刈谷ホームタウン

力

デー 　　福祉健康フェ

向

スティバル 　　福祉健

上

康フェスティバル
・介

事

護職啓発物品の配布 　

業

　福祉健康フェスティ

担

バル ・介護職啓発物品

当

の配布 ・介護職啓発物

課

品の配布
・介護職啓発

長

物品の配布

　介護現場

寿

で実施しているレクリ

課

エーションを紹介する

款

とともに、介護現場に

項

従事している介護職員

目

と協働して福祉用具

成

担

果
の展示及び電動車い

当

す等の試乗体験を行っ

係

たことにより、介護職

介

の魅力に関する情報発

護

信及び啓発活動を効果

保

的に行うこ

とができ、

険

介護人材の参入促進及

企

び将来における安定的

画

な介護サービスの提供

係

に向けた支援に繋げる

3

ことができた。

　最先

1

端の福祉用具を展示す



合

的な見直しが必要である。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

活動 配食サービス利用者数（人） 495 540 578 600 600
指標 （年度末時点の登録利用者数）
活動 延べ利用食数（食） 43,359 50,726 55,389 57,000 57,000
指標

　県内複数の市で同様の事業を実施している。
他市との 　配食サービスの実施回数は週2回から毎日実施、昼食のみや夕食のみと内容は様々である。また、1食あた
比較検証 りの市の補助額も半額程度補助している市や、配達費のみ補助している市がある。

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 21,140 23,891 28,561 30,978 合計 28,561,142 円
委託料 28,561,142 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 21,140 23,891 28,561 30,978

職員人件費　② 1,732 2,379 2,628 2,268

総事業費（①＋②） 22,872 26,270 31,189 33,246

建
設

Ｄ

事
業

全体事業費（単位

　

：千円） 0 ６年度特定

　

財源名称

６年度までの

　

累積事業費 0

８年度以

Ｏ

降の事業費見込 0

　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　

７

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 福祉安心

基本施策 高

令

齢者福祉
施策体系

施策

和

の内容 高齢者への生活

６

支援

目
　
　
　
的

　見守

年

りが必要で、食事の支

度

度が困難な高齢

主
た
る

評

内
容

　65歳以上の高

価

齢者のみの世帯で、隣

）

接地に
者に対し、配食

刈

サービスを提供するこ

谷

とによ 扶養義務者が居

市

住せず、配食サービス

事

の提供
り、高齢者の食

務

の自立を支援するとと

事

もに、 が必要であると

業

判断された人に対し、

評

週3回以
その安否を確

価

認し、もって福祉の増

シ

進を図る｡ 内の夕食を

ー

配達し安否確認を行う

ト

。
（カロリー・塩分制

（

限等の必要の無い人を

様

対
象とした一般食）
○

式

利用者負担　1食につ

１

き300円

位
置
づ
け

関

）

連計画 刈谷市介護保険

会

事業計画・刈谷市高齢

計

者福祉計画

根拠法令 刈

名

谷市高齢者配食サービ

担

ス事業実施要綱

対象者

当

※主たる内容に記載 事

部

業期間 平成８年度 ～

実

福

施方法 □直営　■委託

祉

　□指定管理　■補助

健

・助成　□その他

康部

一般会計
配食サ

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

４

ー

年度実績 ５年度実績 ６

ビ

年度実績 ７年度計画

・

ス

利用者数：495人 ・

事

利用者数：540人 ・

業

利用者数：578人 ・

担

利用者数：600人
・

当

延べ利用食数：43,

課

359食 ・延べ利用食

長

数：50,726食 ・

寿

延べ利用食数：55,

課

389食 ・延べ利用食

款

数：57,000食

　

項

見守りの必要な高齢者

目

世帯に対し、配達にあ

担

わせて安否確認を行い

当

、利用者の状況等を確

係

認することができた。

高

また、

成果
定期的に栄

齢

養バランスのとれた食

福

事を提供することによ

祉

り、健康で自立した生

係

活を送ることができる

3

よう支援した。

　高齢

1

化の進行に伴い、ひと

3

り暮らしや高齢者のみ世帯の増加が見込まれ、事業費も年々増加しているため、事業の総



人）
活動 在宅ねたきり・認知症高齢者見舞金後期受給者数 835 886 981 960 960
指標 （人）

　県内の約半数の市町村で同様の事業を実施している。
他市との 　ねたきり・認知症の日常生活自立度等で判定するほか、要介護度や世帯の所得制限（市民税等非課税）の
比較検証 条件を設けている市町村もある。

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 43,473 45,000 47,411 46,720 合計 47,411,370 円
需用費 73,370 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 役務費 348,000 円
扶助費 46,990,000 円

一般財源 43,473 45,000 47,411 46,720

職員人件費　② 979 2,148 2,230 2,268

総事業費（①＋②） 44,452 47,148 49,641 48,988

建
設
事
業

全体事

Ｄ

業費（単位：千円） 0

　

６年度特定財源名称

６

　

年度までの累積事業費

　

0

８年度以降の事業費

Ｏ

見込 0

　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

在宅ねたきり・認知症高齢者見舞金支給事

業

令和７年

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

度

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

（

事
　
業
　
概
　
要

総合計

令

画
分野 福祉安心

基本施

和

策 高齢者福祉
施策体系

６

施策の内容 高齢者への

年

生活支援

目
　
　
　
的

　

度

在宅のねたきり又は認

評

知症の高齢者に見舞

主

価

た
る
内
容

○65歳以上

）

で在宅のねたきり又は

刈

認知症の人
金を支給す

谷

ることにより、当該高

市

齢者の属す 　に対して

事

、月額5,000円の

務

見舞金を支給す　
る世

事

帯の身体的、精神的及

業

び経済的負担を軽 　る

評

。
減し、福祉の増進を

価

図る。 ○見舞金は、年

シ

2回（9月、3月）に

ー

分けて支給
　する。

位

ト

置
づ
け

関連計画 刈谷市

（

介護保険事業計画・刈

様

谷市高齢者福祉計画

根

式

拠法令 刈谷市在宅ねた

１

きり・認知症高齢者見

）

舞金支給要綱

対象者 ※

会

主たる内容に記載 事業

計

期間 昭和４９年度 ～

実

名

施方法 ■直営　□委託

担

　□指定管理　■補助

当

・助成　□その他

部 福祉健康部

一般会

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

４

計

年度実績 ５年度実績 ６

担

年度実績 ７年度計画

・

当

受給者数 ・受給者数 ・

課

受給者数 ・受給者数
　

長

　前期：878人 　　

寿

前期：936人 　　前

課

期：899人 　　前期

款

：960人
　　後期：

項

835人 　　後期：8

目

86人 　　後期：98

担

1人 　　後期：960

当

人

　老人福祉の理念に

係

基づき、ねたきり高齢

高

者等の属する世帯の身

齢

体的、精神的及び経済

福

的負担を軽減し、福祉

祉

の増進を図

成果
ること

係

ができた。

　高齢者数

3

の増加に伴い、見舞金

1

受給対象者の増加が見

3

込まれるため、在宅ねたきり・認知症高齢者にならないための介

護予防策を推進することが必要である。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

活動 在宅ねたきり・認知症高齢者見舞金前期受給者数 878 936 899 960 960
指標 （



ための介護予防や自立支援の体制整備を併せて推進することも必要である。

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

活動 在宅ねたきり・認知症高齢者おむつ費用助成利用券 746 779 820 840 840
指標 前期交付者数（人）
活動 在宅ねたきり・認知症高齢者おむつ費用助成利用券 739 778 787 810 810
指標 後期交付者数（人）

　県内のほとんどの市で同様の事業を実施している。
他市との 　おむつを現物支給する市もあるが、大半は利用券を交付しており、金額は一月あたり2,500円～7,000円と
比較検証 幅がある。また、要介護認定だけでなく、所得制限（市民税等非課税）の条件を設けている市も多い。

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 20,218 22,080 22,640 27,919 合計

Ｄ

22,640,333

　

 円
報償費 36,00

　

0 円

財
　
源

特定財源

　

0 0 0 0 需用費 351

Ｏ

,978 円
役務費 8

　

33,000 円

一般

　

財源 20,218 22

∧

,080 22,640

　

27,919 扶助費 2

　

1,419,355 

実

円

職員人件費　② 1,

　

732 1,765 2,

　

628 2,268

総事

施

業費（①＋②） 21,

　

950 23,845 2

　

5,268 30,18

∨

7

建
設
事
業

全体事業費

在

（単位：千円） 0 ６年

宅

度特定財源名称

６年度

ね

までの累積事業費 0

８

た

年度以降の事業費見込

き

0

り・認知症高齢者おむつ助成事

業

令和７年

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

度

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

（

事
　
業
　
概
　
要

総合計

令

画
分野 福祉安心

基本施

和

策 高齢者福祉
施策体系

６

施策の内容 高齢者への

年

生活支援

目
　
　
　
的

　

度

在宅のねたきり又は認

評

知症の高齢者に対し､

価

主
た
る
内
容

　在宅ねた

）

きり・認知症高齢者見

刈

舞金受給者
おむつ等の

谷

購入に要する費用の一

市

部を助成す でおむつを

事

利用している人に対し

務

、1月当たり
ることに

事

より、介護者の経済的

業

負担を軽減さ 3,00

評

0円相当（要介護4又

価

は5で、市民税非課税

シ

せ、福祉の増進を図る

ー

。 世帯の人は、1月あ

ト

たり6,000円相当

（

）のおむ
つ費用助成利

様

用券を交付する。

位
置

式

づ
け

関連計画 刈谷市介

１

護保険事業計画・刈谷

）

市高齢者福祉計画

根拠

会

法令 刈谷市在宅ねたき

計

り・認知症高齢者おむ

名

つ費用助成事業実施要

担

綱

対象者 在宅ねたきり

当

認知症高齢者見舞金受

部

給者 事業期間 平成８年

福

度 ～

実施方法 ■直営　

祉

□委託　□指定管理　

健

■補助・助成　□その

康

他

部

一般会計 担当課

Ｂ
　
事
　
業
　
実

長

　
績

４年度実績 ５年度

寿

実績 ６年度実績 ７年度

課

計画

・利用券交付者数

款

・利用券交付者数 ・利

項

用券交付者数 ・利用券

目

交付者数
　　前期：7

担

46人 　　前期：77

当

9人 　　前期：820

係

人 　　前期：840人

高

　　後期：739人 　

齢

　後期：778人 　　

福

後期：787人 　　後

祉

期：810人

　おむつ

係

等の購入に要する費用

3

の一部を助成すること

1

により、介護者の経済

3

的負担を軽減させ、福祉の向上を図ることが

成果
できた。

　高齢化の進行に伴い、在宅で介護を受けるねたきり・認知症高齢者の増加が見込まれるため、今後より一層の周知に努

め、在宅介護者の負担軽減につながるようにする必要がある。
課題

　また、重症化を防ぐ



3

活動 生きがい活動支援

1

通所事業実施延日数（

3

日） 160 140 153 152 ―
指標
活動 生きがい活動支援通所事業利用延人数（人） 1,048 929 1,138 1,150 ―
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 5,057 5,252 6,106 6,802 合計 6,105,636 円
委託料 6,105,636 円

財
　
源

特定財源 524 473 1,723 1,724

一般財源 4,533 4,779 4,383 5,078

職員人件費　② 1,732 1,304 1,035 0

総事業費（①＋②） 6,789 6,556 7,141 6,802

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 在宅福祉事業一部負担金
地域福祉基金積立金利子

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

年

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

度

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

（

要

総合計画
分野 福祉安

令

心

基本施策 高齢者福祉

和

施策体系
施策の内容 高

６

齢者の社会参加・生き

年

がいづくり

目
　
　
　
的

度

　在宅の高齢者に対し

評

、通所による各種サー

価

主
た
る
内
容

　65歳以

）

上で、介護保険の要支

刈

援又は要介護
ビスを提

谷

供することにより、社

市

会的孤立感の 認定を受

事

けていない人及び事業

務

対象者でない
解消、自

事

立的生活の助長、心身

業

機能の維持向 人で、家

評

に閉じこもりがちな高

価

齢者に対し、
上を図る

シ

。 高齢者福祉センター

ー

及び東刈谷市民センタ

ト

ー
において、生活支援

（

通所サービスを提供す

様

る｡
○あつまりん
　ボ

式

ランティアを活用し、

１

通所型の介護予防
サー

）

ビスを行う。

位
置
づ
け

会

関連計画 刈谷市介護保

計

険事業計画・刈谷市高

名

齢者福祉計画

根拠法令

担

刈谷市生きがい活動支

当

援通所事業実施要領

対

部

象者 ※主たる内容に記

福

載 事業期間 平成９年度

祉

～

実施方法 □直営　■

健

委託　□指定管理　□

康

補助・助成　□その他

部

一般会計
生きがい

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

活

績

４年度実績 ５年度実

動

績 ６年度実績 ７年度計

支

画

実績延日数：　16

援

0日 実績延日数：　1

通

40日 実績延日数：　

所

153日 高齢者福祉セ

事

ンター：月・水
利用延

業

人数：　1,048人

担

利用延人数：　929

当

人 利用延人数：　1,

課

138人 ・金曜日開催

長

東刈谷市民センター：

寿

火曜日
開催

　通所によ

課

る各種のサービスを提

款

供することにより、社

項

会的孤立感の解消、自

目

立的生活の助長、心身

担

機能の維持向上等を

成

当

果
図ることができた。

係

　身近な地域で高齢者

長

の参加できる活動が拡

寿

充してきており、本事

生

業のあり方についての

き

検討が必要である。

課

が

題

指標名称（単位）
実

い

績値 目標値

４年度 ５年

係

度 ６年度 ７年度 ９年度



福祉係

3 1 3

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 518 443 368 630 合計 367,500 円
扶助費 367,500 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 518 443 368 630

職員人件費　② 1,054 691 717 729

総事業費（①＋②） 1,572 1,134 1,085 1,359

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　

年

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

度

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

（

　
概
　
要

総合計画
分野

令

福祉安心

基本施策 高齢

和

者福祉
施策体系

施策の

６

内容 高齢者への生活支

年

援

目
　
　
　
的

　養護老

度

人ホームに入所してい

評

る高齢者に生

主
た
る
内

価

容

○刈谷市が措置し、

）

前月収入額が7,50

刈

0円未満
活補給金を支

谷

給することにより、老

市

人福祉の 　の入所者に

事

対し、1人につき、生

務

活補給金と
理念に基づ

事

いて、高齢者の福祉の

業

増進を図る｡ 　して最

評

大月額7,500円を

価

支給する。
○養護老人

シ

ホーム入所者の病院の

ー

受診費用や
　日用生活

ト

品の購入などに充てる

（

。

位
置
づ
け

関連計画 刈

様

谷市介護保険事業計画

式

・刈谷市高齢者福祉計

１

画

根拠法令 老人福祉法

）

、刈谷市老人ホーム入

会

所者生活補給金支給事

計

業実施要綱

対象者 ※主

名

たる内容に記載 事業期

担

間 平成１８年度 ～

実施

当

方法 ■直営　□委託　

部

□指定管理　■補助・

福

助成　□その他

祉健康部

一般会計

Ｂ

老

　
事
　
業
　
実
　
績

４年

人

度実績 ５年度実績 ６年

ホ

度実績 ７年度計画

受給

ー

者数：　6人 受給者数

ム

：　6人 受給者数：　

入

4人 事業の性質上、計

所

画・目標値
は未設定。

者

　生活補給金を支給し

生

、対象者の病院の受診

活

費用や日用生活品の購

補

入に充てることにより

給

、対象者が安定した生

金

活を送る

成果
ことがで

支

きた。

　入居者より増

給

額要求が度々あるが、

事

増額根拠が無いため、

業

補給金の性質を説明し

担

て現状を維持している

当

。

課題

指標名称（単位

課

）
実績値 目標値

４年度

長

５年度 ６年度 ７年度 ９

寿

年度

活動 老人ホーム入

課

所者生活補給金受給者

款

数（人） 6 6 4 ― ―
指

項

標
 

指標
　養護老人ホ

目

ームを持つ近隣4市（

担

碧南、高浜、安城、知

当

立）は補給金を7,5

係

00円／月としている

高

。
他市との
比較検証

齢



1

②） 451 657 75

3

7 240

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

年

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

度

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

（

総合計画
分野 福祉安心

令

基本施策 高齢者福祉
施

和

策体系
施策の内容 高齢

６

者への生活支援

目
　
　

年

　
的

　年金の受給資格

度

の取れなかった外国人

評

無年

主
た
る
内
容

　大正

価

15年4月1日以前に

）

出生した外国人で、
金

刈

者で一定の要件を満た

谷

す人に対し、特別給 老

市

齢福祉年金の所得基準

事

を満たす人に対し、
付

務

金を支給し福祉の増進

事

を図る。 一月あたり1

業

万円を支給する。

位
置

評

づ
け

関連計画  

根拠法

価

令 刈谷市在日外国人特

シ

別給付金支給要綱

対象

ー

者 ※主たる内容に記載

ト

事業期間 平成６年度 ～

（

実施方法 ■直営　□委

様

託　□指定管理　■補

式

助・助成　□その他

１）

会計名 担当部 福

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

祉

４年度実績 ５年度実績

健

６年度実績 ７年度計画

康

受給者数：2人 受給者

部

数：1人 受給者数：1

一

人 事業の性質上、計画

般

・目標値
は未設定。

　

会

市民だより等で事業の

計

周知を行った。

成果

　

在

対象者を適切に把握す

日

る必要がある。

課題

指

外

標名称（単位）
実績値

国

目標値

４年度 ５年度 ６

人

年度 ７年度 ９年度

活動

特

在日外国人特別給付金

別

受給者数（人） 2 1 １

給

― ―
指標

 
指標

 
他市

付

との
比較検証

事業
担当課 長寿課

Ｃ
　
事

款

　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位

項

：千円
４年度 ５年度 ６

目

年度 ７年度 ６年度

（決

担

算） （決算） （決算）

当

（予算） 事業費内訳

事

係

業費　① 150 120

長

120 240 合計 12

寿

0,000 円
扶助費

生

120,000 円

財

き

　
源

特定財源 0 0 0 0

が

一般財源 150 120

い

120 240

職員人件

係

費　② 301 537 6

3

37 0

総事業費（①＋



係

６年度 ７年度 ９年度

活

3

動 緊急一時保護居室確

1

保数（床） 2 2 2 2 2

3

指標
活動
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 4,687 4,284 4,777 4,705 合計 4,776,840 円
委託料 4,776,840 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 4,687 4,284 4,777 4,705

職員人件費　② 828 691 717 729

総事業費（①＋②） 5,515 4,975 5,494 5,434

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　

年

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

度

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

（

　
要

総合計画
分野 福祉

令

安心

基本施策 高齢者福

和

祉
施策体系

施策の内容

６

高齢者への生活支援

目

年

　
　
　
的

　特別養護老

度

人ホームのショートス

評

テイ用の

主
た
る
内
容

　

価

特別養護老人ホームの

）

ショートステイ用の
ベ

刈

ッドをあらかじめ確保

谷

することで、高齢者 ベ

市

ッド2床を365日確

事

保する。
虐待等におけ

務

る被虐待者の緊急一時

事

保護に対
応する。

位
置

業

づ
け

関連計画

根拠法令

評

高齢者虐待の防止、高

価

齢者の養護者に対する

シ

支援に関する法律　老

ー

人福祉法

対象者 事業期

ト

間 平成３０年度 ～

実施

（

方法 □直営　□委託　

様

□指定管理　□補助・

式

助成　■その他

１）

会計名 担当部

Ｂ

福

　
事
　
業
　
実
　
績

４年

祉

度実績 ５年度実績 ６年

健

度実績 ７年度計画

・特

康

別養護老人ホームショ

部

ー ・特別養護老人ホー

一

ムショー ・特別養護老

般

人ホームショー ・特別

会

養護老人ホームショー

計

　トステイ用のベッド

高

2床を年　トステイ用

齢

のベッド2床を年　ト

者

ステイ用のベッド2床

緊

を年　トステイ用のベ

急

ッド2床を年
　間を通

一

して確保し、虐待等 　

時

間を通して確保し、虐

保

待等 　間を通して確保

護

し、虐待等 　間を通し

居

て確保し、虐待等
　に

室

おける高齢者の一時保

確

護 　における高齢者の

保

一時保護 　における高

事

齢者の一時保護 　にお

業

ける高齢者の一時保護

担

　を行う。 　を行う。

当

　を行う。 　を行う。

課

    緊急一時保護

長

件数　2件 　　緊急一

寿

時保護件数　3件 　　

課

緊急一時保護件数　5

款

件

　虐待等高齢者の緊

項

急一時保護に迅速に対

目

応できた。

成果

　虐待

担

等で一時保護された高

当

齢者の身を守るため、

係

施設と面会制限等の適

高

切な対応について検討

齢

する必要がある。

課題

福

指標名称（単位）
実績

祉

値 目標値

４年度 ５年度



福

標
　近隣市町では安城

祉

市、高浜市、知立市、

係

碧南市で実施している

3

。近隣市町も刈谷市と

1

同様にＳＯＳネット
他

3

市との ワーク事前登録者で保険加入を希望する方を対象としている。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 298 340 312 502 合計 311,610 円
役務費 311,610 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 298 340 312 502

職員人件費　② 602 537 557 567

総事業費（①＋②） 900 877 869 1,069

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　

年

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

度

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

（

　
概
　
要

総合計画
分野

令

福祉安心

基本施策 高齢

和

者福祉
施策体系

施策の

６

内容 介護サービスの充

年

実

目
　
　
　
的

　認知症

度

等によるはいかいによ

評

り、鉄道事故

主
た
る
内

価

容

　行方不明高齢者等

）

ＳＯＳネットワークに

刈

登
等を起こす可能性の

谷

ある高齢者を対象に、

市

市 録した人のうち、保

事

険加入希望者を対象に

務

、
がはいかい高齢者個

事

人賠償責任保険に加入

業

す 市が一括して保険加

評

入する。
ることにより

価

、本人及び家族の損害

シ

賠償の負
担軽減を図る

ー

。

位
置
づ
け

関連計画

根

ト

拠法令 刈谷市行方不明

（

高齢者等ＳＯＳネット

様

ワーク事業実施要綱

対

式

象者 ※主たる内容に記

１

載 事業期間 令和元年度

）

～

実施方法 ■直営　□

会

委託　□指定管理　□

計

補助・助成　□その他

名 担当部 福祉健康部

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

一

績

４年度実績 ５年度実

般

績 ６年度実績 ７年度計

会

画

はいかい高齢者個人

計

賠償責任 はいかい高齢

は

者個人賠償責任 はいか

い

い高齢者個人賠償責任

か

はいかい高齢者個人賠

い

償責任
保険加入者数　

高

111人 保険加入者数

齢

　118人 保険加入者

者

数　152人 保険加入

個

者数　170人

  認

人

知症等によるはいかい

賠

により鉄道事故等を起

償

こす恐れのある高齢者

責

を対象に、市ではいか

任

い高齢者個人賠償責任

保

保険

成果
に一括で加入

険

することにより、本人

事

及びその家族の損害賠

業

償負担軽減を図ること

担

ができた。

  日常的

当

にはいかいの恐れのあ

課

る高齢者に対し、行方

長

不明高齢者等ＳＯＳネ

寿

ットワークを含めさら

課

なる加入促進を行う必

款

要がある。
課題

指標名

項

称（単位）
実績値 目標

目

値

４年度 ５年度 ６年度

担

７年度 ９年度

活動 はい

当

かい高齢者個人賠償責

係

任保険加入者数（人）

高

111 118 152 1

齢

70 180
指標
活動
指



 （年度末時点）

　居宅での生活が困難であった高齢者を養護老人ホームに入所させることで、高齢者が心身ともに健全な生活を送ること

成果
ができた。

　定員50名に対し、6割程度の入居率となっている。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

活動 養護老人ホーム被措置者数（人） 22 27 28 ― ―
指標

 
指標

　養護老人ホームを民間委託した事で、入居率が上がっている市（碧南市、高浜市、豊田市他）がある。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 61,065 68,869 72,861 86,537 合計 72,860,512 円
報償費 70,000 円

財
　
源

特定財源 44,670 53,416 57,025 65,818 扶助費 72,790,512 円

一般財源 16,395 15,453 15,836 20,719

職員人件費　② 3,087 2,148 2,230 2,268

総事業費（①＋②） 64,152 71,017 75,091 88,805

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年

Ｄ

度特定財源名称

６年度

　

までの累積事業費 0 老

　

人ホーム被措置者負担

　

金
老人ホーム入所者措

Ｏ

置収入

８年度以降の事

　

業費見込 0

　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ

７

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 福祉安心

基本施策

令

高齢者福祉
施策体系

施

和

策の内容 高齢者への生

６

活支援

目
　
　
　
的

　原

年

則として65歳以上で

度

、環境上の理由及び

主

評

た
る
内
容

　養護老人ホ

価

ーム及び特別養護老人

）

ホーム等
経済的理由に

刈

より、居宅で生活する

谷

ことが困 （やむを得な

市

い措置）被措置者の入

事

所施設等
難な人が、自

務

立した日常生活を営む

事

ために適 に対し、措置

業

に係る費用を支給する

評

。
切な支援が総合的に

価

受けられるよう、養護

シ

老 　
人ホーム等への入

ー

所措置、介護保険サー

ト

ビス ※やむを得ない措

（

置とは、事業者と契約

様

をし
の便宜を供与する

式

措置等の積極的な実施

１

に努 　て介護サービス

）

を利用することや、そ

会

の前
める。 　提となる

計

市町村に対する要介護

名

認定の申請
　を期待し

担

がたい場合、又は高齢

当

者虐待等に
　より保護

部

及び支援が必要と認め

福

られる場合
　をいう。

祉

位
置
づ
け

関連計画 刈谷

健

市介護保険事業計画・

康

刈谷市高齢者福祉計画

部

根拠法令 老人福祉法、

一

刈谷市老人福祉法施行

般

細則、老人福祉法第2

会

8条の規定による費用

計

徴収規則

対象者 ※主た

老

る内容に記載 事業期間

人

～

実施方法 ■直営　□

ホ

委託　□指定管理　□

ー

補助・助成　□その他

ム措置事業
担当課 長

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

寿

績

４年度実績 ５年度実

課

績 ６年度実績 ７年度計

款

画

養護老人ホーム被措

項

置者数 養護老人ホーム

目

被措置者数 養護老人ホ

担

ーム被措置者数 老人福

当

祉法上の措置であるた

係

　刈谷市：16人 　刈

高

谷市：20人 　刈谷市

齢

：21人 め、計画・目

福

標値は未設定。
　他市

祉

　： 6人 　他市　：

係

 7人 　他市　： 7

3

人
         

1

   （年度末時点）

3

            （年度末時点）            



定

0円 　補助額　   

給

  547,000円

付

　補助額　     

係

805,000円 　補

3

助額　     96

1

7,000円

　生活の

3

維持が困難な低所得の高齢者であっても、必要な介護保険サービスを利用することができた。

成果

　市民及び法人へ制度の周知を図ること。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

活動 ①介護保険居宅サービス等利用者負担額 9 12 11 17 17
指標 　助成人数（人）
活動 ②社会福祉法人等による生活困難者等に対する 645,000 547,000 805,000 967,000 967,000
指標 　利用者負担軽減制度事業費補助額（円）

①介護保険居宅サービス等利用者負担額助成は、対象条件や助成割合が異なるが、県内では18保険者が実施
他市との 　している。
比較検証 ②社会福祉法人等による生活困難者等に対する利用者負担軽減制度事業費補助は、概ね全国の保険者が実施

　している。

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,027 905 1,176 1,885 合計 1,176,043 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 483 410 603 743 交付金 805,000 円
扶助費 371,043 円

一般財源 544 495 573 1,142

職員人件費　② 226 230

Ｄ

239 243

総事業費

　

（①＋②） 1,253

　

1,135 1,415

　

2,128

建
設
事
業

全

Ｏ

体事業費（単位：千円

　

） 0 ６年度特定財源名

　

称

６年度までの累積事

∧

業費 0 福祉法人等サー

　

ビス利用軽減
事業費補

　

助金（県）

８年度以降

実

の事業費見込 0

　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　

年

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

度

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

（

業
　
概
　
要

総合計画
分

令

野 福祉安心

基本施策 高

和

齢者福祉
施策体系

施策

６

の内容 介護サービスの

年

充実

目
　
　
　
的

　低所

度

得の高齢者であっても

評

必要な介護サー

主
た
る

価

内
容

①介護保険居宅サ

）

ービス等利用者負担額

刈

助成
ビスが利用できる

谷

ように支援する。 　市

市

民税非課税世帯の人で

事

、前年収入や預貯
金等

務

が一定額以下などの要

事

件を満たす人へ、
居宅

業

サービス等の介護サー

評

ビス費の利用者負
担額

価

の1/2を助成する。

シ

②社会福祉法人等によ

ー

る生活困難者等に対す

ト

る利用者負担軽減制度

（

事業費補助
　対象サー

様

ビスの介護サービス費

式

、食費、居
住費等を軽

１

減した社会福祉法人等

）

へ、軽減額
から本来受

会

領すべき利用者負担額

計

の1％を控除
した額の

名

1/2を補助する。

位

担

置
づ
け

関連計画 刈谷市

当

介護保険事業計画・刈

部

谷市高齢者福祉計画

根

福

拠法令 刈谷市介護保険

祉

居宅サービス等利用者

健

負担額助成事業実施要

康

綱　　他

対象者 ※主た

部

る内容に記載 事業期間

一

平成１２年度 ～

実施方

般

法 □直営　□委託　□

会

指定管理　■補助・助

計

成　□その他

介護サービス利用

Ｂ
　

者

事
　
業
　
実
　
績

４年度

負

実績 ５年度実績 ６年度

担

実績 ７年度計画

①助成

等

人数　　  　 9人

軽

①助成人数　 　  

減

   12人 ①助成人

事

数　 　     1

業

1人 ①助成人数　 　

担

     17人
　助

当

成額　   381,

課

851円　 　助成額　

長

     357,8

寿

84円　 　助成額　 

課

    371,04

款

3円　 　助成額　  

項

   890,000

目

円　
②補助法人数　 

担

　3法人 ②補助法人数

当

　   　2法人 ②補

係

助法人数　   　2

介

法人 ②補助法人数　 

護

  　3法人
　補助額

認

　   645,00



1 3

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 6 15 0 29 合計 0 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 6 15 0 29

職員人件費　② 75 77 80 81

総事業費（①＋②） 81 92 80 110

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

年

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

度

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

（

総合計画
分野 福祉安心

令

基本施策 高齢者福祉
施

和

策体系
施策の内容 介護

６

サービスの充実

目
　
　

年

　
的

　介護支援専門員

度

（ケアマネジャー）の

評

スキ

主
た
る
内
容

　介護

価

支援専門員を対象に、

）

ケアマネジメン
ルアッ

刈

プを図り、高齢者が適

谷

切なケアプラン トリー

市

ダー等によるケアプラ

事

ンの事例調査・
のもと

務

で介護保険サービスを

事

利用できるよう 指導・

業

作成技術向上のための

評

研修を行う。
にする。

価

位
置
づ
け

関連計画 刈谷

シ

市介護保険事業計画・

ー

刈谷市高齢者福祉計画

ト

根拠法令 介護保険法

対

（

象者 市内介護支援専門

様

員 事業期間 平成１８年

式

度 ～

実施方法 ■直営　

１

□委託　□指定管理　

）

□補助・助成　□その

会

他

計名 担当部 福祉健

Ｂ
　
事
　
業
　
実

康

　
績

４年度実績 ５年度

部

実績 ６年度実績 ７年度

一

計画

ケアプラン指導研

般

修会　2回 ケアプラン

会

指導研修会　2回 ケア

計

プラン指導研修会　1

ケ

回 ケアプラン指導研修

ア

会（オン
ライン）　1

プ

回

　介護支援専門員の

ラ

ケアプラン作成技術の

ン

向上が図られたことで

指

、適切なケアプランに

導

基づく高齢者のサービ

研

ス利用に繋

成果
がった

修

。

　介護支援専門員の

事

ニーズと課題を把握し

業

、参加意欲を高める研

担

修プログラムの作成や

当

周知方法の工夫が必要

課

である。ま

た、業務都

長

合で参加できない人が

寿

多くいるため、動画配

課

信型の研修に切り替え

款

る必要がある。
課題

指

項

標名称（単位）
実績値

目

目標値

４年度 ５年度 ６

担

年度 ７年度 ９年度

活動

当

開催数（回） ２ ２ 1 1

係

1
指標
成果 延参加人数

介

（人） 61 67 46 7

護

0 70
指標

　刈谷市独

認

自の事業である。
他市

定

との
比較検証

給付係

3



3

活動を行い、申込まで

1

は至らなかったものの

3

複数件の相談を受け付けた。また、令和7年度の公募

に向けて、法人の準備期間確保を目的に要綱や必要書類、募集期間の予定等を先行してホームページで公表した。

　第9期介護保険事業計画の整備目標に基づき、認知症グループホーム及び看護小規模多機能型居宅介護事業所の公募を

実施し、事前申込は受け付けたものの、整備することはできなかった。第9期介護保険事業計画における整備目標の達成
課題

に向け、より一層の周知を行っていく。

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

成果 認知症グループホーム施設整備数 1 0 0 3 ―
指標 （箇所）
成果 看護小規模多機能型居宅介護事業所施設整備数（箇 0 0 0 1
指標 所）

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 48,702 7,481 0 220,707 合計 0 円

財
　
源

特定財源 48,702 7,481 0 220,707

一般財源 0 0 0 0

職員人件費　② 75 77 80 891

総事業費（①＋②） 48,777 7,558 80 221,598

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

Ｄ

８年度以降の事業費見

　

込 0

　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

年

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

度

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

（

要

総合計画
分野 福祉安

令

心

基本施策 高齢者福祉

和

施策体系
施策の内容 介

６

護サービスの充実

目
　

年

　
　
的

　介護保険事業

度

計画の整備目標に基づ

評

き、安

主
た
る
内
容

　施

価

設整備費及び開設準備

）

経費に対して、補
定し

刈

た質の高い介護サービ

谷

スの提供体制を整 助金

市

を交付する。
備するた

事

め、民間事業者が整備

務

する介護施設
等の施設

事

整備費及び開設準備経

業

費に対して補
助を行う

評

。

位
置
づ
け

関連計画 刈

価

谷市介護保険事業計画

シ

・刈谷市高齢者福祉計

ー

画

根拠法令 愛知県介護

ト

施設等整備事業費補助

（

金交付要綱

対象者 介護

様

サービス事業者 事業期

式

間 令和４年度 ～

実施方

１

法 □直営　□委託　□

）

指定管理　■補助・助

会

成　□その他

計名 担当部 福祉健

Ｂ
　

康

事
　
業
　
実
　
績

４年度

部

実績 ５年度実績 ６年度

一

実績 ７年度計画

認知症

般

グループホーム　 1

会

件 認知症グループホー

計

ム　 1件 認知症グル

介

ープホーム　 0件 認

護

知症グループホーム　

施

 3件
　補助金額 　補

設

助金額 看護小規模多機

等

能型居宅介護 　補助金

整

額
　・施設整備　  

備

33,600千円 　・

費

非常用自家発電設備の

補

整 事業所      

助

         　

事

0件 　・施設整備　 

業

118,800千円
　

担

・開設準備　  15

当

,102千円 　　備　

課

　　　 　7,481

長

千円   　・開設準備

寿

 　 53,406千

課

円
看護小規模多機能型

款

居宅介護
事業所   

項

          

目

  　1件
　補助金額

担

　・施設整備　  3

当

9,600千円
　・開

係

設準備　   8,9

介

01千円

　認知症グル

護

ープホーム及び看護小

保

規模多機能型居宅介護

険

事業所の公募に向け、

企

愛知県内で実績のある

画

法人等に声掛けす

成果

係

るなど、積極的に周知



係

業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：

3

千円
４年度 ５年度 ６年

1

度 ７年度 ６年度

（決算

6

） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 92,036 96,209 99,161 108,698 合計 99,161,430 円
需用費 137,500 円

財
　
源

特定財源 4,478 5,956 6,514 7,937 委託料 98,657,000 円
備品購入費 366,930 円

一般財源 87,558 90,253 92,647 100,761

職員人件費　② 527 384 637 0

総事業費（①＋②） 92,563 96,593 99,798 108,698

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 老人ホーム被措置者負担金
在宅老人短期保護手数料

８年度以降の事業費見込 0 老人ホーム入所者措置収入

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　

年

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

度

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

（

　
要

総合計画
分野 福祉

令

安心

基本施策 高齢者福

和

祉
施策体系

施策の内容

６

高齢者の社会参加・生

年

きがいづくり

目
　
　
　

度

的

　老人福祉法に基づ

評

く、主に経済的な理由

価

で

主
た
る
内
容

　施設の

）

管理運営を指定管理者

刈

である刈谷市
居宅にお

谷

いて生活をすることが

市

困難な65歳以 社会福

事

祉協議会に委託する。

務

上の高齢者が入所する

事

ための施設で、入所者

業

が自立した日常生活を

評

営み、社会的活動に参

価

加するために必要な指

シ

導や訓練を行うことを

ー

目的とする。

位
置
づ
け

ト

関連計画 刈谷市介護保

（

険事業計画・刈谷市高

様

齢者福祉計画

根拠法令

式

老人福祉法、刈谷市ふ

１

れあいの里条例

対象者

）

※目的に記載 事業期間

会

～

実施方法 ■直営　□

計

委託　■指定管理　□

名

補助・助成　□その他

担当部 福祉健康部

一

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

般

績

４年度実績 ５年度実

会

績 ６年度実績 ７年度計

計

画

・養護老人ホーム管

養

理運営委 ・養護老人ホ

護

ーム管理運営委 ・養護

老

老人ホーム管理運営委

人

・養護老人ホーム管理

ホ

運営委
託 託 託 託

　入所

ー

者の生活援助や社会参

ム

加の促進及び生活環境

管

の整備を図ることがで

理

きた。

成果

　施設の老

運

朽化により、修繕の必

営

要な箇所が増えてきて

事

いる。

課題

指標名称（

業

単位）
実績値 目標値

４

担

年度 ５年度 ６年度 ７年

当

度 ９年度

活動 刈谷市養

課

護老人ホーム入所者数

長

（人） 23 22 23 ―

寿

―
指標

 
指標

　老人福

課

祉法に基づいた行政の

款

措置施設であるため、

項

他市でも同様の事業を

目

実施している。
他市と

担

の
比較検証

当係 長寿生きがい

Ｃ
　
事
　



係

3

Ｃ
　
事

1

　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位

7

：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 17,639 18,180 20,099 24,313 合計 20,098,689 円
報償費 336,000 円

財
　
源

特定財源 791 758 820 752 需用費 4,135,055 円
役務費 26,000 円

一般財源 16,848 17,422 19,279 23,561 委託料 14,880,598 円
使用料及び賃借料 528,536 円

職員人件費　② 527 767 1,035 0 備品購入費 192,500 円

総事業費（①＋②） 18,166 18,947 21,134 24,313

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 行政財産目的外使用料

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　

年

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

度

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

（

　
要

総合計画
分野 福祉

令

安心

基本施策 高齢者福

和

祉
施策体系

施策の内容

６

高齢者の社会参加・生

年

きがいづくり

目
　
　
　

度

的

　高齢者福祉の拠点

評

として、生きがいと健

価

康

主
た
る
内
容

　施設の

）

管理運営を指定管理者

刈

である刈谷に
づくり及

谷

び交流の場を提供し、

市

高齢者福祉の ぎわいオ

事

フィスに委託する。
向

務

上を図る。

位
置
づ
け

関

事

連計画 刈谷市介護保険

業

事業計画・刈谷市高齢

評

者福祉計画

根拠法令 刈

価

谷市南部福祉センター

シ

条例

対象者 60歳以上

ー

の高齢者 事業期間 平成

ト

１３年度 ～

実施方法 □

（

直営　□委託　■指定

様

管理　□補助・助成　

式

□その他

１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　

福

業
　
実
　
績

４年度実績

祉

５年度実績 ６年度実績

健

７年度計画

・浴室利用

康

・浴室利用 ・浴室利用

部

・浴室利用
・マッサー

一

ジ室利用 ・マッサージ

般

室利用 ・マッサージ室

会

利用 ・マッサージ室利

計

用
・ふれあい交流室利

ぬ

用 ・ふれあい交流室利

く

用 ・ふれあい交流室利

も

用 ・ふれあい交流室利

り

用
・講座の開催 ・講座

プ

の開催 ・講座の開催 ・

ラ

講座の開催

　利用者の

ザ

生きがいと健康づくり

管

の推進及び施設の環境

理

整備を図ることができ

運

た。

成果

　施設の老朽

営

化により、修繕の必要

事

な箇所が増えてきてい

業

る。

課題

指標名称（単

担

位）
実績値 目標値

４年

当

度 ５年度 ６年度 ７年度

課

９年度

活動 ぬくもりプ

長

ラザ延べ利用者数（人

寿

） 34,554 32,

課

611 30,829 3

款

1,000 ―
指標
活動

項

うち浴室利用者数（人

目

） 19,645 17,

担

467 18,235 1

当

8,500 ―
指標

他市

係

との
比較検証

長寿生きがい



い係

3

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　

1

ト

単位：千円
４年度 ５

7

年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 19,980 21,383 21,139 22,498 合計 21,139,019 円
需用費 499,400 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 10 役務費 17,617 円
委託料 18,642,002 円

一般財源 19,980 21,383 21,139 22,488 使用料及び賃借料
1,980,000 円

職員人件費　② 527 614 637 0

総事業費（①＋②） 20,507 21,997 21,776 22,498

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ

年

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

度

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

（

概
　
要

総合計画
分野 福

令

祉安心

基本施策 高齢者

和

福祉
施策体系

施策の内

６

容 高齢者の社会参加・

年

生きがいづくり

目
　
　

度

　
的

　高齢者福祉の拠

評

点として、生きがいと

価

健康

主
た
る
内
容

　施設

）

の管理運営を指定管理

刈

者である公益社
づくり

谷

の場を提供し、高齢者

市

福祉の向上を図 団法人

事

刈谷市シルバー人材セ

務

ンターに委託す
る。 る

事

。

位
置
づ
け

関連計画 刈

業

谷市介護保険事業計画

評

・刈谷市高齢者福祉計

価

画

根拠法令 刈谷市高齢

シ

者生きがい施設条例、

ー

刈谷市高齢者生きがい

ト

施設条例施行規則

対象

（

者 60歳以上の高齢者

様

事業期間 昭和６２年度

式

～

実施方法 ■直営　□

１

委託　■指定管理　□

）

補助・助成　□その他

会計名 担当部 福祉健

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

康

績

４年度実績 ５年度実

部

績 ６年度実績 ７年度計

一

画

・高齢者市民講座の

般

開催 ・高齢者市民講座

会

の開催 ・高齢者市民講

計

座の開催 ・高齢者市民

生

講座の開催
・講座室、

き

多目的室等の利用 ・講

が

座室、多目的室等の利

い

用 ・講座室、多目的室

セ

等の利用 ・講座室、多

ン

目的室等の利用

　利用

タ

者の生きがいと健康づ

ー

くりの推進及び施設の

管

環境整備を図ることが

理

できた。

成果

　施設の

運

老朽化により、修繕の

営

必要な箇所が増えつつ

事

ある。

課題

指標名称（

業

単位）
実績値 目標値

４

担

年度 ５年度 ６年度 ７年

当

度 ９年度

活動 高齢者市

課

民講座参加者延人数（

長

人） 3,553 3,6

寿

90 3,789 3,8

課

00 ―
指標
活動 生きが

款

いセンター延べ利用者

項

数（人） 13,561

目

16,173 16,7

担

32 16,800 ―
指

当

標

他市との
比較検証

係 長寿生きが



い

年度 ６年度

（決算） （

係

決算） （決算） （予算

3

） 事業費内訳

事業費　

1

① 89,256 95,

7

375 93,061 96,613 合計 93,061,426 円
役務費 102,772 円

財
　
源

特定財源 0 200 0 10 委託料 89,660,000 円
使用料及び賃借料

一般財源 89,256 95,175 93,061 96,603 3,158,954 円
備品購入費 139,700 円

職員人件費　② 527 767 637 0

総事業費（①＋②） 89,783 96,142 93,698 96,613

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ

年

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

度

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

（

概
　
要

総合計画
分野 福

令

祉安心

基本施策 高齢者

和

福祉
施策体系

施策の内

６

容 高齢者の社会参加・

年

生きがいづくり

目
　
　

度

　
的

　高齢者福祉の拠

評

点として、生きがいと

価

健康

主
た
る
内
容

　施設

）

の管理運営を指定管理

刈

者である刈谷市
づくり

谷

及び交流の場を提供し

市

、高齢者福祉の 社会福

事

祉協議会に委託する。

務

向上を図る。

位
置
づ
け

事

関連計画 刈谷市介護保

業

険事業計画・刈谷市高

評

齢者福祉計画

根拠法令

価

刈谷市ふれあいの里条

シ

例、刈谷市ふれあいの

ー

里条例施行規則

対象者

ト

60歳以上の高齢者 事

（

業期間 平成９年度 ～

実

様

施方法 ■直営　□委託

式

　■指定管理　□補助

１

・助成　□その他

）

会計名 担当部 福祉

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

４

健

年度実績 ５年度実績 ６

康

年度実績 ７年度計画

・

部

大浴室利用 ・大浴室利

一

用 ・大浴室利用 ・大浴

般

室利用
・講座の開催 ・

会

講座の開催 ・講座の開

計

催 ・講座の開催
・行事

高

の開催 ・行事の開催 ・

齢

行事の開催 ・行事の開

者

催

　利用者の生きがい

交

と健康づくりの推進を

流

図ることができた。

成

プ

果

　施設の老朽化によ

ラ

り、修繕の必要な箇所

ザ

が増えてきている。

課

管

題

指標名称（単位）
実

理

績値 目標値

４年度 ５年

運

度 ６年度 ７年度 ９年度

営

活動 高齢者交流プラザ

事

延べ利用者数（人） 5

業

8,644 82,77

担

4 95,299 95,

当

500 ―
指標
活動 大浴

課

室利用者数（人） 21

長

,090 30,007

寿

33,858 34,0

課

00 ―
指標

他市との
比

款

較検証

項 目 担当係 長寿生

Ｃ
　
事
　
業
　

き

コ
　
ス
　
ト

単位：千円

が

４年度 ５年度 ６年度 ７



係

3 1 7

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 33,299 37,464 35,434 38,949 合計 35,433,525 円
役務費 29,525 円

財
　
源

特定財源 81 1,624 90 112 委託料 35,404,000 円

一般財源 33,218 35,840 35,344 38,837

職員人件費　② 527 614 637 0

総事業費（①＋②） 33,826 38,078 36,071 38,949

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 行政財産目的外使用料

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　

年

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

度

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

（

　
要

総合計画
分野 福祉

令

安心

基本施策 高齢者福

和

祉
施策体系

施策の内容

６

高齢者の社会参加・生

年

きがいづくり

目
　
　
　

度

的

　高齢者福祉の拠点

評

として、生きがいと健

価

康

主
た
る
内
容

　施設の

）

管理運営を指定管理者

刈

である刈谷市
づくりと

谷

交流の場を提供し、高

市

齢者福祉の向 社会福祉

事

協議会に委託する。
上

務

を図る。

位
置
づ
け

関連

事

計画 刈谷市介護保険事

業

業計画・刈谷市高齢者

評

福祉計画

根拠法令 刈谷

価

市一ツ木福祉センター

シ

条例、刈谷市一ツ木福

ー

祉センター条例施行規

ト

則

対象者 60歳以上の

（

高齢者 事業期間 平成１

様

０年度 ～

実施方法 ■直

式

営　□委託　■指定管

１

理　□補助・助成　□

）

その他

会計名 担当部 福祉

Ｂ
　
事
　
業

健

　
実
　
績

４年度実績 ５

康

年度実績 ６年度実績 ７

部

年度計画

・トレーニン

一

グ室利用 ・トレーニン

般

グ室利用 ・トレーニン

会

グ室利用 ・トレーニン

計

グ室利用
・歩行プール

い

利用 ・歩行プール利用

き

・歩行プール利用 ・歩

い

行プール利用
・講座の

き

開催 ・講座の開催 ・講

プ

座の開催 ・講座の開催

ラ

・行事の開催 ・行事の

ザ

開催 ・行事の開催 ・行

管

事の開催
・トレーニン

理

グ機器の更新

　利用者

運

の生きがいと健康づく

営

りの推進及び施設の環

事

境整備を図ることがで

業

きた。

成果

　施設の老

担

朽化により、修繕の必

当

要な箇所が増えてきて

課

いる。

課題

指標名称（

長

単位）
実績値 目標値

４

寿

年度 ５年度 ６年度 ７年

課

度 ９年度

活動 いきいき

款

プラザ入館者数（人）

項

13,395 18,1

目

91 20,624 20

担

,700 ―
指標
活動 ト

当

レーニング室利用者数

係

（人） 4,391 5,

長

799 7,609 7,

寿

700 ―
指標

他市との

生

比較検証

きがい



般財源 1,340 910 1,470 291

職員人件費　② 527 537 637 648

総事業費（①＋②） 1,867 1,447 2,107 949

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

老人デイサービスセンターなのはな管理運

営事業

令和７年

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

度

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

（

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

令

要

総合計画
分野 福祉安

和

心

基本施策 高齢者福祉

６

施策体系
施策の内容 高

年

齢者の社会参加・生き

度

がいづくり

目
　
　
　
的

評

　介護を必要としてい

価

る高齢者に対して必要

）

主
た
る
内
容

○施設の修

刈

繕
なリハビリテーショ

谷

ンや機能訓練を行い、

市

そ
の有する能力に応じ

事

自立した在宅生活を営

務

む
ことができるよう支

事

援する。

位
置
づ
け

関連

業

計画

根拠法令

対象者 事

評

業期間 ～

実施方法 □直

価

営　□委託　■指定管

シ

理　□補助・助成　□

ー

その他

ト （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　
業

名

　
実
　
績

４年度実績 ５

担

年度実績 ６年度実績 ７

当

年度計画

・施設修繕の

部

実施 ・浴場床タイル修

福

繕 ・手洗い水栓等修繕

祉

・施設修繕の実施
・コ

健

ロナ対策消耗品の購入

康

・薬液注入ユニット修

部

繕 ・給湯管漏水修繕
・

一

大便器フラッシュバル

般

ブ修 ・火災通報装置取

会

替修繕
　繕
・洋風便器

計

取替修繕
・コロナ対策

担

消耗品の購入

　施設の

当

不具合箇所を修繕する

課

ことにより、利用者が

長

安全かつ快適に利用で

寿

きる環境を整備するこ

課

とができた。

成果

課題

款

指標名称（単位）
実績

項

値 目標値

４年度 ５年度

目

６年度 ７年度 ９年度

活

担

動
指標
活動
指標

他市と

当

の
比較検証

係 長寿生きがい係

Ｃ
　
事
　

3

業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：

1

千円
４年度 ５年度 ６年

7

度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,340 910 1,470 301 合計 1,470,121 円
需用費 1,458,600 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 10 役務費 11,521 円

一



3

することにより、利用

1

者が安全かつ快適に利

7

用できる環境を整備することができた。

成果

　施設の老朽化により、修繕の必要な箇所が増えてきている。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

指標

指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 101,618 13,063 11,565 10,000 合計 11,565,400 円
需用費 2,846,800 円

財
　
源

特定財源 47,000 0 0 0 工事請負費 8,718,600 円

一般財源 54,618 13,063 11,565 10,000

職員人件費　② 753 1,074 876 0

総事業費（①＋②） 102,371 14,137 12,441 10,000

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

年

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

度

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

（

要

総合計画
分野 福祉安

令

心

基本施策 高齢者福祉

和

施策体系
施策の内容 高

６

齢者の社会参加・生き

年

がいづくり

目
　
　
　
的

度

　施設の不具合箇所を

評

改修・補修することに

価

主
た
る
内
容

〇修繕
より

）

、利用者が安全、快適

刈

に利用できる環境 　高

谷

圧ケーブル修繕
を維持

市

する。 　真空遮断器等

事

修繕
　自動制御機器電

務

源カード交換修繕
　1

事

階デイサービス浴室換

業

気扇取替修繕
〇工事
　

評

大集会室舞台袖手すり

価

設置工事
　天井改修工

シ

事
　給湯設備等改修工

ー

事
　

位
置
づ
け

関連計画

ト

刈谷市介護保険事業計

（

画・刈谷市高齢者福祉

様

計画

根拠法令 刈谷市ふ

式

れあいの里条例、刈谷

１

市ふれあいの里条例施

）

行規則

対象者 60歳以

会

上の高齢者 事業期間 平

計

成２８年度 ～

実施方法

名

■直営　□委託　□指

担

定管理　□補助・助成

当

　□その他

部 福祉健康部

一般

Ｂ
　
事

会

　
業
　
実
　
績

４年度実

計

績 ５年度実績 ６年度実

高

績 ７年度計画

【修繕】

齢

【修繕】 【修繕】 【修

者

繕】
・自家発電設備修

交

繕 ・消防用設備機器取

流

替修繕 ・高圧ケーブル

プ

修繕 ・非常用蓄電池取

ラ

替修繕
・浴槽設備修繕

ザ

・浴室設備修繕 ・真空

改

遮断器等修繕 【工事】

修

・西側ロータリー歩道

事

修繕 ・男性浴室換気扇

業

取替修繕 ・自動制御機

担

器電源カード交 ・空調

当

機取替工事
【工事】 ・

課

駐車場等舗装修繕 　換

長

修繕 ・浴槽設備等改修

寿

工事
・屋上防水改修工

課

事 ・屋外排水桝修繕 ・

款

1階デイ浴室換気扇取

項

替修繕・大集会室吊物

目

機構撤去工事
・空調設

担

備改修工事 ・屋根ガラ

当

ス修繕 【工事】 ・高圧

係

受変電設備改修工事
・

長

多目的便所洋風便器修

寿

繕 ・大集会室手すり設

生

置工事
【工事】 ・天井

き

改修工事
・空調設備等

が

改修工事 ・給湯設備等

い

改修工事
  施設・設

係

備の不具合箇所を改修



1 7

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 42,239 2,894 42,500 合計 2,894,100 円
需用費 518,100 円

財
　
源

特定財源 0 14,000 0 0 委託料 2,376,000 円

一般財源 0 28,239 2,894 42,500

職員人件費　② 0 691 876 0

総事業費（①＋②） 0 42,930 3,770 42,500

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

年

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

度

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

（

総合計画
分野 福祉安心

令

基本施策 高齢者福祉
施

和

策体系
施策の内容 高齢

６

者の社会参加・生きが

年

いづくり

目
　
　
　
的

　

度

施設の不具合箇所を改

評

修・補修することに

主

価

た
る
内
容

〇修繕
より、

）

利用者が安全、快適に

刈

利用できる環境 　ボイ

谷

ラー集熱ポンプ部品取

市

替修繕
を維持する。 　

事

小便器内部部品修繕
〇

務

委託
　非常用発電設備

事

設置工事実施設計業務

業

委託

位
置
づ
け

関連計画

評

刈谷市介護保険事業計

価

画・刈谷市高齢者福祉

シ

計画

根拠法令 刈谷市一

ー

ツ木福祉センター条例

ト

、刈谷市一ツ木福祉セ

（

ンター条例施行規則

対

様

象者 施設利用者 事業期

式

間 平成２８年度 ～

実施

１

方法 ■直営　□委託　

）

□指定管理　□補助・

会

助成　□その他

計名 担当部 福祉健

Ｂ

康

　
事
　
業
　
実
　
績

４年

部

度実績 ５年度実績 ６年

一

度実績 ７年度計画

　 【

般

修繕】 【修繕】 【修繕

会

】
　 ・ロスナイ取替修

計

繕 ・ボイラー集熱ポン

い

プ部品取 ・ブラインド

き

カーテン等修繕
　 ・ブ

い

ラインド修繕 　替修繕

き

【工事】
　 ・事務室床

プ

修繕 ・小便器内部部品

ラ

修繕 ・非常用発電機設

ザ

置工事
　　　――――

改

――― ・多目的トイレ

修

修繕 【委託】
【工事】

事

・非常用発電設備設置

業

工事実
・プール用ユニ

担

ットヒーター 　施設計

当

業務委託
　改修工事
・

課

エレベーター改修工事

長

・電話交換機等改修工

寿

事
　施設・設備の不具

課

合箇所を改修すること

款

により、利用者が安全

項

かつ快適に利用できる

目

環境を整備することが

担

できた。

成果

課題

指標

当

名称（単位）
実績値 目

係

標値

４年度 ５年度 ６年

長

度 ７年度 ９年度

成果
指

寿

標
成果
指標

他市との
比

生

較検証

きがい係

3



係

　② 226 537 63

4

7 0

総事業費（①＋②

1

） 9,081 9,50

1

7 10,782 9,708

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　

年

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

度

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

（

　
要

総合計画
分野 福祉

令

安心

基本施策 健康づく

和

り
施策体系

施策の内容

６

健康の増進

目
　
　
　
的

年

　市民の健康を守り福

度

祉の向上に資する。

主

評

た
る
内
容

　一ツ木福祉

価

センターの補完施設と

）

して、市
民に開放され

刈

ている介護老人保健施

谷

設の清掃
業務費及び光

市

熱水費を補助する。

位

事

置
づ
け

関連計画  

根拠

務

法令  

対象者 医療法人

事

豊田会 事業期間 平成１

業

０年度 ～

実施方法 □直

評

営　□委託　□指定管

価

理　■補助・助成　□

シ

その他

ート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　
業

計

　
実
　
績

４年度実績 ５

名

年度実績 ６年度実績 ７

担

年度計画

新型コロナウ

当

イルス感染症感 施設の

部

一般開放、介護予防教

福

施設の一般開放、介護

祉

予防教 施設の一般開放

健

、介護予防教
染拡大防

康

止のため利用実績は 室

部

の開催 室の開催 室の開

一

催
なし。

　一ツ木福祉

般

センターを補完するこ

会

とができた。

成果

 

課

計

題

指標名称（単位）
実

健

績値 目標値

４年度 ５年

康

度 ６年度 ７年度 ９年度

づ

成果 日頃から健康づく

く

り活動を実践している

り

市民の割合 68.3 ―

推

65.5 70
指標 （％

進

）
 

指標
 

他市との
比

施

較検証

設補助事業
担当課

Ｃ
　
事
　
業
　

長

コ
　
ス
　
ト

単位：千円

寿

４年度 ５年度 ６年度 ７

課

年度 ６年度

（決算） （

款

決算） （決算） （予算

項

） 事業費内訳

事業費　

目

① 8,855 8,97

担

0 10,145 9,7

当

08 合計 10,145

係

,000 円
負担金、

長

補助及び

財
　
源

特定財

寿

源 0 0 0 0 交付金 10

生

,145,000 円

き

一般財源 8,855 8

が

,970 10,145

い

9,708

職員人件費


